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第1次石油危機後の北陸地域工業構造
の変化とそれに伴う工業開発推進上の
問題点および基本的方向（2）発
原 久 治
第l節はじめに
第2節第1次石油危機が日本経済に与えた影響
第3節第1次石油危機後の工業構造の変化と工業生産の回復状況
第4節北陸地域の工業構造の現状（以上の一部まで，富大日海研，『研究年報』，第
四巻， 1981年，と本誌に掲載。〉
第5節北陸地域の工業開発推進上の問題点
第6節北陸地域の工業開発推進のための基本的方向
第7節むすび
この小論は， 日本経済を激変させた第1次石油危機が北陸地域の工業構造を
いかに変化させたか，この変化の過程で工業生産はどのように回復してきたの
か，さらに，その変化を考慮して今後の北陸地域における工業開発を推進して
いくための問題点は何か，その推進の基本的方向はどれが妥当であるか，を明
らかにすることを目的としている。
この問題意識を目次のような骨組みで考察するわけであるが，ここでは次の
項目から具体的かつ詳細に現状分析を行うものである。
器岩淵富治教授が富山大学学生部長時代の一時期には，小生も全学的なある委員会の委
員として先生の広範な分野にわたる御指導を賜わり，他方で学部におきまして11年間
の御指導を賜わりましたことを感謝いたします。先生の御専門領域を越えて広く学ぶ
機会が直接得られましたことは誠に幸運でございます。このたびの先生の御退官記念
論文集刊行のためにこの拙稿を寄稿いたします。
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第4節， 2.北陸地域の工業構造の現状分析 (3J 生産構造の現状，のなか
の4）から考察する。
4) 製造品出荷額等の特化係数でみた工業構造
昭和53年の産業中分類別（業種別）製造品出荷額等の特化係数（表4-11)
をみれば，第1次石油危機を契機として生じた不況とそれから回復してきた北
陸3県別・産業中分類別工業状況をより一層明確にすることができる。この
「特化係数」は，北陸3県の工業構造が北陸地域全体のなかで，しかも各業種
のなかでどのような特色をもち，どのように位置づけられるか，を明確にでき
る特に重要な指標である。当該業種の特化係数の値が 1.0よりも大きければ大
きいほど，当該業種の水準が全国平均水準よりも高いことを意味する。例え
ば，富山県の非鉄金属の特化係数が6.00であれば， 1よりも大きいから，非
鉄金属の比重が全国のそれよりも大きく，従って富山県の非鉄金属は全国平
均でみた非鉄金属の6倍の比重をもっており，それだけ特化していることに
なる。
富山県の業種のなかで昭和52年の製造品出荷額等（全事業所〉で算出した特
化係数が全国平均を上回る 1.0以上の値をとる業種は，非鉄金属6.24を断然首
位として，次いで金属製品1.84，繊維1.80，パルプ・紙1.59，化学1.29，木
材・木製品1.22の6業種である（表4-11）。 これらの業種はし、ずれも富山県
の工業を主導する基礎資源型工業であり，富山県の工業が，生産素材・加工財
（化学肥料，繊維素材・加工財，紙，医薬品，建設材（木材，パルプ，アルミ〉
などに特化していることをよくあらわしているO なお，基礎資源型工業あるい
は素材・加工型工業とは， 「一般に，基礎資源を加工し，いわゆる中間財をつ
くる加工度が低く，付加価値生産性も低い工業で，エネルギー多消費型の重工
業である。この工業の特色は，不況期には時間的に余裕をおかず、影響を受け，
好況期にはその影響が遅れて現れる点にある。」 （富山県産業構造研究会編，
『富山県産業構造高度化の方向一一工業構造を中心として一一』，昭和52年7
月， 19頁。〉
-207-
表4-11 北陸3県別・産業中分類別工業構造の特化状況一昭和52年一
（単位 %） 
I~て 事業所教 従業者数 製造品出荷額等構成比 増減率 特化係数 権成比 増減率 特化係数 構成比 金額（百万円） 伸び（俗｝ 特化係数回証車富山石川福井全国富山石川福井全国富山石川福井 富山石Ii福井全国富山石 Il福井全国富山 'Eil 福井 富山石川福井全国全 国富山石川福井全国富山石川福井全国
担遣量総量 10.。10.0 1倒。1凶.0 2. l企1.4 0.4 2.3 1.0 1.0 1.0］処01叩.0lC旧』O10.0 企丘1...ι3 企4.2企5.6 1.0 1.0 1.0 00.0 l四10l回）.010.0 1部．ぉι包8
食科晶 14.3 7.1 且11.8 企且I 5.7.0.且6企191.21 。ω0.69 7.6 7.8 5.710.6 .0.0.4 10.8 7.2 .o.0.2 o.n 0.74 0.54 5.3 8.8 4.611.9 18,日I，百9
I 雄 7.54.7 45.2 15.0 1.8 企 1.5企3.2.0.4.1 0.50 2.98 3.01 12.8 担741.2 …，..1.0 18.1 企132ll国 4.23 5.02 且328.4 3ι9 4.6 7,168,201 
b. 置 3.3 2.6 3.5 5.8 Ji.3 9.7 25.3 1.5 0.57 0.45 0.60 2.8 5.3 5.7 4.9 40.0 9.7 18.J 7.7 0.57 l伺 1.16 乱8 2.5 2.8 1.6 2,571,507 
本材本製 9.0 5.2 ιoι2 企8.3企5.5.0.2.5 .0.5.5 J.45 0.84 0.97 3.9 3.8 4.2 3.9 .o.23.0 企13.7企16.1.0.13.3 1.0 0.97 1.08 3.3 3.6 5.2 2.7 4,218,お6
軍具聾冒品 ι3 4.2 3.7 5.5 。5 16.9 且3 3.6 1.15 0.76 。貯 2.1 2.1 2.4 2.8 企0.1 9目5 44 企2.5。目花 0.万 B且6 0.9 1.7 2.3 1.5 2.285.臼7
パルプ抵 3.1 1.1 2.5 2.5 7.3 12.9 .0.0.8 2.4 1.24 0.叫 1.0 3.4 1.4 2.8 2.8 .0.5.6 . 44 2.9＇‘ι2 lお 0.50 1.0 5.1 1.8 4.1 3.2 5,roQ，お4
出臨印刷 4.9 2."9 2.0 5.5 ι6 8.0 ι8 5.3 0.89 。日 0.36 2.7 3.4 1.6 4.4 0.6 08 6.2 1.6 0.61 。π。お 1.4 2.8 1.2 3.2 4，缶主回7
化学 2.2 .0.2 乱3 0.8 .0.13.2 83.3 企1X8.0.7.7 2.花 0.25 0.38 4.0 .0.10目7 50.1 企17.9企10.81.85 0.15 1.0 10.3 2.1 乱2 8.0 12.495,243 
石油石世 0.2 0.1 0.1 0目1 0.0 且l 25.0 4.9 2.0 1.0 1.0 且2 0.1 0.0 乱3 3.0 企28.6企14.8企4.60.67 0.33 0.00 4.6 0.3 0.1 5.7 且相7,915
ゴム製品 0.3 0.1 。1 0.9 0.0 142.9 14.3 9.2 0』30.1 o.1 且7 0.2・ 且t 1.4 企9.6 254.4 企Jo.8企10.00.50 0.14 0.07 0.4 0.1 0.2 1.1 l,741.134 
度 革 0.2 0.0 0.1 1.6企15.4 50.0 13.3 9.7 0.13 。ω0.()6 。2 x 0.1 0.8 20.8 x 97.1 3.7 0.25 x 0.13 0.1 x 0.1 0.5 823,185 
窯書・土石 4.0 4.7 2.5 4.6 企12企3.9 1.7 2.1 0.87 1.02 0.54 3.5 5.1 3.4 4.9 企9.5.O.lι6 A2.6 企7.60.71 1.04 0.69 3.0 5.0 4.3 3.7 丘πZ邸9
鉄 鋼 1.8 札7 0.7 1.3 ~札 4 5.2 1.6 ι2 1.38 0.54 0.54 4.5 1.3 乱5 4.3 .0.10.2 企9.8企23.3企U.81.05 。却 0.12 7.0 1.7 且6 8.4 13.134,rel 
非鉄金属 4.2 0.3 0.2 0.8 A4.8 14.7 ＇‘5.3 且95.25 0.38 0.25 1.0 且2 0.5 1.8 .0.5.1 .0.17.4 .0.48.5 企7.26.1 0.1 0.28 21.2 0.2 2.7 主4 5，訂正W2
金属製品 15.1 5.7 3.9 12.0 8.8 7.2 10.9 5.2 1.26 0.48 0.33 10.6 4.6 
一般機械 9.6 8.3 3.9 8.1 7.2 .0.5.1 企48 3.4 1.19 1.02 0必 10.8 16.0 
電気懐械 2.8 1.0 1.4 43 21.8 17.1 17.2 8.6 0.65 0.23 。お 5.3 5.3 
輸送機械 1.9 13 乱6 3.0 ι3 17.2 .0.5.0 2.7 0臼 0.43 0.20 4.2 2.2 
楕宙健械 0.1 0.1 且7 1.6 40.0 .0.15.4 8.4 8.6 0.06 0.06 SM 0.2 0.1 
その他の製造票 9.2 9.7 ι6 8.4 企4.5 5.5 3.3 5.0 1.10 1.15 0.79 5.7 丘B
資料表3-3により作成。
注1. 指減率は昭和49年～昭和52年の4年間のものである。
＝当該県にt,・けるA業種の当該項目（事業所設在ど｝の構成比2. 特化係数
全国におけるA業種の当該項目 の構成比
32 7.5 
3.7 96 
8.9 1.4 
0.4 8.5 
6.8 2.3 
4.6 5.6 
3. 全国の武器製造業は除いている。従って．全国防構成比からその分を除いている。
企 1.6 7.6 12.8 企7.51.41 0.61 0.43 9.2 4.0 3.1 5.0 7,899,190 
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0.9 1.4 1.4 1.4 0.50 lお 1.75 1.3 
且9 1.0 1.0 1.1 1.2 1.33 1.93 1.0 
1.3 1.4 1.4 1.3 。ω1.13 lお 1.2 
1.0 1.1 1.2 1.1 1.59 。出 1.28 1.1 
13 1.3 1.5 14 0.4 0.飽 0.38 1.3 
1.1 3.6 1.0 1.2 1.29 0.26 1.03 1.2 
2.6 0.5 乱9 1.4 0.81 。出 0.位 1.4 
1.4 0.3 0.9 1.2 0.36 0.09 0.18 I.I 
1.6 x 3.4 1.5 0.20 x 0.20 1.4 
1.2 1.0 1.2 1.2 0.81 1お 1.16 1.2 
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1.4 1.5 1.2 1.3 。』51.00 1.20 1.3 
石川県で特化係数が全国平均1.0の値を上回る業種は，繊維の6.17が断然大
きく，次いで一般機械3.01，衣服1.56，窯業・土石1.35，木材・木製品1.33, 
家具・装備品1.13の6業種である。このことから石川県の工業は繊維素材・加
工財（これは工業生産加工財の中に含められる。〉，繊維消費財，繊維機械（こ
れは資本財である。〉，工業素材（木材など〉，伝統的工芸品などに特化してい
ることがわかる〈表4-ll)o
福井県で特化係数1.0以上の業種は，全国平均をはるかに凌駕する繊維の
8.02を筆頭に，精密機械3.80，木材・木製品1.93，衣服1.75，家具・装備品
1. 28，その他の製造業1.20，窯業・土石1.16，化学1.03の9業種である。福井
県の工業は，繊維素材・加工材，繊維消費財，特産品（眼鏡枠など〉，耐久消
費財などに特化していることがわかる（表4-11）。
このような北陸3県別工業の特化状況を全国と比較すれば，北陸地域では機
器組立などの比重が低く，消費財関連財は低迷しているが，繊維素材・加工財
や生産素材・加工財の構成比の低下は小さいことがわかる。また，基礎資源型
工業（非鉄金属，石油，鉄鋼，化学，パルプ・紙などの業種〉，地方資源型工
業（繊維，食料品，窯業・土石などの軽工業の業種〉の比重が高く，都市型工
業のうち雑貨型工業〈ゴム製品，皮革，出版・印刷などの業種〉と金属加工型
工業（金属製品，一般機械，電気機械，輸送機械などの業種）の比重は低いこ
とがわかる。
このような北陸3県別工業の特化状況は，製造品出荷額等の特化係数とその
構成比との相関を示した図4-3をみれば，一目瞭然である（表4-11）。 こ
の図の業種別分布状況という点からみれば，「特化係数が1.0以上の業種」を3
県別・産業中分類別製造品出荷額等が製造業に占める割合（構成比〉で区分す
れば，次のことを指摘することができる〈表4 12）。
① 富山県は，基礎資源型工業（特化係数は10.34）を中核とする工業構造
である。製造品出荷額等の構成比からみた工業構造は大体均衡がとれている。
② 石川県は，地場産業としての地方資源型工業（特化係数は7.52）と衣
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図4-3 北陸3県別・産業中分類別製造品出荷額等の特化係数とその構成比との相関
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北陸3県別・産業中分類別製造品出荷額等の特化係数とその構成比との相関
（昭和52年，特化係数1.0以上）
ド｜｜｜同製品、構造出成、荷、比＼劇二、よ＼る県区、習＼分の・、種工＼業煩
富 山 石川 福井
基礎資源型地方資源型 都市型工業 基礎資源型地方資源型 都市型工業 基礎資源型地方資源型 都市型工業
工業工業 工業工業 工業工業
非鉄金属 織 維 金属加工型工業 繊 維
20 %以上 6.24 6.17 のー般機械 8.02 
3.01 
化 字 繊 維 金属加工型工業 化 字
7～20%未満 1.29 1.80 の金属製品 1.03 
1.担
パルプ・紙 窯業・土石 パルプ・紙 その他の製造業 金属加工型工業
4～ 7%未満
1.59 1.35 1.28 1. 20 の精密機械
木材・木製品 窯業・土石
1.93 1.16 3.80 
木材・木製品 木材・木製品 雑貨型工業 雑貨型工業
1. 2 1.3 の衣服 の衣服
4 %以下 1.56 1.75 
家具・装備品 家具・装備品
1.13 1. 53 
特化係数 計 10.34 1.80 1.84 1.33 7.52 5.70 4.24 10.38 7.08 
表4-12
?
?｜
経済企画庁調査局メ経済要覧』，1979年；北陸財務局，吋ヒ陸経済統計年報』，昭和51年，昭和54年，により作成。表 4ー 1参照。資料
服，家具・装備品などの雑貨型工業〈特化係数は5.70）を2核とした工業構造
である。しかし，この工業構造は製造品出荷額の構成比からみれば上位2業種
（繊維と一般機械の構成比は52.8%である。〉が石川県の主導的工業としてそ
の役割を果たしている。
① 福井県は，地方資源型工業（特化係数は10.38）を中核としてこれに精
密機械の金属加工型工業と雑貨型工業を加えた工業構造で、ある。製造品出荷額
等の構成比からみた工業構造は，繊維（36.9%）を中心として均衡のとれた構
造であるO 福井県は特化係数1.0以上の業種が9業種で3県のなかで最も多く，
しかも特化業種の係数値は 21.70であり，この値も 3県のなかで最も多いこと
が特徴である。
5) 事業所数，従業者数および製造品出荷額等の特化係数による相関でみた
工業構造
北陸3県の昭和52年の工業統計を用いて算出した特化係数（表4-11）をみ
れば， 3県それぞれの産業中分類別事業所数，従業者数および製造品出荷額の
相関と全国や各県の場合の相関との相違点を明らかにすることができるO これ
によって 3県の全国における工業構造の位置づけや3県相互の工業構造の比較
も可能になる。
この相関は，全国における産業中分類別事業所数，従業者および製造品出荷
額等の 3本の統計から算出した値を1.0とみなし，これを特化係数1.0と名づけ
る。この値の正三角形をつくり，この図形に3県の同様な 3本の統計から得ら
れた特化係数の三角形を二重に写したもので図示することができるく図4-
4）。 3県のいずれかの業種の三角形が全国の正三角形よりも大きければ大き
いほど， 3県の 3つの指標を示す特化係数が全国平均よりも大きく，特化して
いることになるO この図をみれば， 3県の三角形の大小によって 3県の産業中
分類別工業構造の比較ができる。例えば，従業者数や事業所数の特化係数を示
す頂点よりも製造品出荷額等の特化係数を示す頂点が突出した三角形であれば
あるほど，労働生産性が高く， 1事業所当りの製造品出荷額等が多いことを読
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図4-4 北陸3県別・産業中分類別事業所数，従業者数および製
造品出荷額等の特化係数による相関（昭和52年）
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資料経済企画庁調査局， r経済要覧』， 1979年；北陸財務局， r~t陸経済統計年報』，
昭和51年，昭和54年により作成。
当該県におけるA業種の当該項目（事業所数など）の精成比
注特化係数＝
全国におけるA業種の当該項目の構成比
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みとることができる。
6) 生産品目でみた工業構造
北陸3県の工業構造は，製造品出荷額等の特化係数だけでなく，県内生産品
目の動向を把握することによって，工業構造の具体的な位置づけをより一層明
確にすることができる。
北陸地域の景気がピークにあった昭和49年とその後の不況から回復してきた
昭和53年の 3県の生産品目の変化をみれば， 3県の工業構造の変化や生産品目
の相違を鮮明にすることができる。
富山県における昭和49年12月31日現在の生産品目の製造品出荷額等のなかで
上位を占める15品目をみれば，アルミニウムサッシ・ドア，医薬品製剤，フエ
ロクロム，玉軸受，銅・同合金鋳物などが特に富山県の代表的製品として生産
品目の上位を占めている昭和53年において上位に進出してきた生産品目には，
純綿糸，工業用プラスチック製品， アルミニウム押し出し品などがある。他
方，上位を占めていた生産品目でその順位が低下している品目には，板類，生
コンクリートなどがある。このような生産品目の動向からみれば，金属製品，
医薬品製剤を中心とした化学，非鉄金属などの生産素材・加工型業種の伸長が
目立っていることが特徴である（表4-13）。
石川県における昭和49年12月31日現在の上位生産品目は， トラクター，絹・
人絹織物，動力電導装置，撚糸，絹・人絹織物機械染色，化繊紡績糸などであ
るO 昭和52年の上位進出品目には，一般製材，織物・編物機械，印刷物（謄写
印刷を除く〉，漆器，その他のプラスチック製品，細幅織物などがあり，上位
を占めていた生産品目でその順位が下位に低下した品目は清酒，開閉装置・配
電盤・電力制御装置などである。これらの生産品目の動向からみれば，一般機
械，繊維などの伸長が著しく，技術集約型業種も伸びはじめていることが特徴
である（表4-13）。
福井県における昭和49年12月31日現在の上位生産品目は，絹・人絹織物，合
成繊維，絹・人絹織物機械染色，眼鏡・眼鏡枠，一般製材，その他の電子機器
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（単位万円）北陸3県別・生産品目別製造品出荷額等（全事業所）の変化－上位15品目－表4-13
県
53 年
生産品目｜金額｜生産品目 i金額
昭和
井
49 年
福
昭和
県
昭和
Il 
49 年
石
昭和
県
昭和
?
49 年
富
昭和
順
｛立 生産品目
11アルミニウムサ7シ・ドrI 18,503, 10 Iアルミニウムサけ・ド7127,113,201Iト ラ ク ター I14,533,142 Iトラ ク ター I16, 49, 757 I絹・人絹織物I11.338,029 I絹・人綿織物12,429, 073 
金額
2 I医薬用品製剤I4,604，臼41医薬用品製剤I7, 05, 791 I絹・人絹織物I9,375，お17I絹・人絹織物11,152, 956 I合 成 繊 維I4, 746,641 I絹・人絹織物機械染色Is, 79,I幻
3 I 7エロクロム I3, 172, 769 I玉 軸 受I2,497,808 I動力電導装置I3, os, 149 I紹・人絹織物機械染色I4,210,su I絹・人綴織物機械染色I3,537,493 I眼鏡・限鏡枠I4, 784,552 
糸I3, 18, 19 I眼鏡・眼鏡枠I2,827,496 I合成繊維I4,157,232 糸I2. 935, 096 I燃1,980,393 I撚4 I玉 軸 受I2,314,805 I 1エロクロム
1,95,2山
l，鰯，349I化繊紡績糸I2,s附 l一般製材ド，602,5591 : ~~~~：：；： I 印刷 I~~：~＝~：：：I 3,591,217 
1, 675, 16 ！一般製材！日，7,4侃｜織物編物機械I2，湖，87l~＝~im謹思議｜川叫税目謀鋭 i 問仰
5 I銅，同合金銭物I1. 868, ns I純 綿 糸
6 I黄銅仲銅品l1, m,258 I工業用プラスチ77l製品
-..! 
7店主用プラスチック製品 II，側，22Iアルミニウム押し出し品
8 I純 綿 糸11，日o,450Iアルミニウム製台所・
｜食卓用品
9 Iひき割類｜川刈特殊鋼切即j工具h，則市物編物機械I2. 062. 9 
同 5川線機械I2，削
板I1,681,466 I~~：のプラ的 I 1,671,876 日殊鋼切湖j工具 11刈 3弱｜ひき割類H，附24I ~~~r 僻鵬 11.印刷かさ高加工糸川，8問｜合
板I1,661,868 ぺEぽム製台所 j1，郡，014lj~＇＂の有機化学工 I 1, 549, 648 Iかさ高加工糸川，仰
器Il, 523, 963 I細 幅 織 物I1,108,224 I車種メリ＇＼7'生地・同製品11，似8,76 12 I医薬品原末・原液II, 278, 569 I銅，同合金鋳物I1,440,412 I生コンクリート I1,318, 761 I漆
紙i1,10，鈴61生コンクリート I1,410,817 I 1その他のプラスチ句酒11.034,201Iク製品 1 I 1，砥悶｜板
類11，脚，139Iアルミニウム再生地I1.m, 150 I獣言語謹告書b
金，アルミニウム合金｜ ｜品・取付具・付属品
類I1, 216, 094 I繊維機械部分品・取
付具・付属品
13 Iひき角類I1, 1s. 643 I印刷用紙I1,405，お71清
織物I1，硝，41釘5,15I絹幅織物I1,483,069 I生コンクリート I1,049，お61細幅14 I板
943,052 I婦人・子供服11，揃，鵬i家具製造 11，昭，凶｜家具製造I1，甜，81015 I生コンクリート｜ 鈎9,101 Iひ き 角
資料表3-3により作成。
用・通信機器用部分品などである。昭和52年には，丸編メリヤス生地・同製
同，化繊紡績糸，縦編メリヤス生地・同製品などが上位生産品目に進出したの
に対して，下位に低下した生産品目は板紙，電気音響機器などである。これら
の生産品目の動向からみれば，繊維，衣服や特産品の眼鏡の伸長が目立ってい
ることが特徴である〈表4-13）。
第1次石油危機後のこのような生産品目からみた北陸3県別工業構造の変化
を指摘することができる。しかし， 3県内で製造品出荷額等の大きい生産品目
以外の品目でも全国順位の高い生産品目や市場占有率の高い生産品目もあるこ
とを見落してはならない（表4-35）。 全国順位の高い生産品目は， 3県の新
規導入業種よりも地域資源の活用やその技能・技術の応用から発生したいわゆ
る伝統的工芸品産業が大半であるところに特徴がある。
7) 付加価値生産性と労働生産性との相関でみた工業構造
付加価値生産性とは付加価値額を従業者数で除した値すなわち 1人当りの付
加価値額のことである。労働生産性とは，生産額を従業者数で除した値すなわ
ち1人当りの生産額のことであるO 付加価値生産性と労働生産性との相関をみ
れば，北陸3県の各業種が製造業のなかで占める位置づけや全国の当該業種と
の比較が可能になる。従って， 3県の工業構造の特徴を抽出し，指摘すること
ができる〈表4-14）。
富山県では，昭和52年12月31日現在の付加価値生産性と労働生産性がともに
全国平均以上の業種は，パルプ・紙，非鉄金属，金属製品の3業種であり，富
山県の工業構造における比重は高い。
労働生産性は全国平均よりも高いが，付加価値生産性が低い業種は，それら
の3業種以外の17業種であるO 特に輸送機械，化学，繊維，木材・木製品など
である。
石川県では，昭和52年12月31日現在で2つの生産性が全国平均を上回る業種
は存在しなし、。石川県の16業種では労働生産性は全国平均よりも高く，付加価
値性は全国平均よりも低し、。労働生産性が全国平均を大きく詑離して高い業種
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一昭和52年一
県 日リ 富 山 石 ｝｜ 福 弁 全 国
京ぐi生産額（万円） 労働生産 付生（加万産価円｛）性直 生産額（万円） 労働生産 付生（加万産価円値性） 生産額（万円） 労働生産 付生（加万産価円値性） 生産額（億円） 労働生産 付生（加万産価円値性） 性（万円） 性（万円） 性（万円） 性（万円）
製造業総数 159, 113, 248 l, 133. 5 393.4 103, 706, 315 819. 7 330.0 59, 518, 238 567.8 205.3 317, 241 2, 921. 0 480.9 
食 料 ロ仁] 6, 131, 018 572.0 173.9 9, 157, 694 931.9 380. 7 l, 828, 287 306.8 124.2 19, 334 461.1 169.0 
繊 高＼!E 13, 792, 143 768.8 213. l 29, 507, 982 672.l 256 .1 22,449, 732 520.2 191. l 10, 950 123.0 281.9 
衣 服 l, 051, 922 267.5 132.4 2, 551, 950 378.5 174 .3 l, 458, 288 242.8 115.3 2, 993 57.0 211.5 
木材・木製品 3, 030,311 550.0 134. l 3, 768, 767 781.6 265 .0 2,017,608 454.4 121.3 3, 990 95.0 309. 7 
家具・装備品 892,042 303.8 126.4 1, 726, 172 657 .1 321.4 l, 010, 177 395.4 127.3 316. 7 
パルプ・紙 8, 639, 669 1,618.8 556.4 l, 871, 455 1,026.6 363.5 2,358, 713 791.5 262.5 6,844 226.0 509.5 
出版・印刷 1,847,763 484.5 270.8 2, 929, 256 686.2 434 .4 557,503 326.0 180.6 3,888 81.0 552.2 
化 よーEす'- 18, 254, 963 1,764.6 740.2 2, 151, 526 2,805.1 907 .6 6, 746, 316 l, 615. l 440.3 25, 361 591.0 l, 037 .8 
石油・石炭 x x x 287, 786 2, 740.8 573.2 x x x 一 l, 581. 6 
ゴム製品 658, 148 693.5 284.6 118, 216 585.2 240.0 x x 442. 7 2,509 160.0 451.3 
皮 草 124, 393 522. 7 165.5 x x x x x x 326.8 
窯業・土石 3,232, 121 654. 7 248.8 5,223,463 803.9 371.5 2, 038, 656 576.4 202.5 9, 792 185.0 491.0 
f夫 鋼 12, 114, 840 l, 931. 0 424. 7 l, 798, 203 l, 094 .5 375. 7 x x 91.6 38, 913 831.0 631. 7 
非鉄金属 36,811, 512 2,385.7 876.5 224, 156 893.1 357 .5 229, 811 486.9 494.9 15,550 781.0 624.1 
金属製品 13, 984, 935 938.5 469.9 4, 195, 111 720.3 354.2 2, 225, 139 662.2 215. l 12, 352 152.0 419.4 
一般機械 1, 925, 587 784.8 324.4 25, 127, 964 l, 243.8 501.8 1,452, 143 376.9 216.6 48,422 462.0 512. 7 
電気機械 4, 852, 916 658.0 265.4 5, 678, 295 853.9 271.9 x x 303.5 36,569 297.0 474.0 
輸送機械 8,068, 670 1,360.4 397.1 2, 600,278 917 .9 343.3 x x x 44,460 482.0 621.5 
精密機械 x x x 38, 847 457.0 321. 7 x x 200.6 5,696 227 .0 412.6 
その他の製造業 5,293, 582 659.2 201.3 4, 706,415 639.5 269.9 2,693,652 559.0 227.0 404.5 
北陸3県別・産業中分類別労働生産性および付加価値生産性表4-14
? ?
?｜
資料表3-3により作成。
注1. 福井県は組付加価値額にもとづく付加価値生産性である。
生産額（万円）2. 労働生産性＝ =l人当りの生産額（万円）従業者数（人）
付加価値額（万円） 一3. 付加価値生産性＝ -1人当りの付加価値額（万円）従業者数（人）
4. 生産額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額一製造品年初在庫額）＋（半製品および仕強品年末在庫額一半裂品および仕掛品年初在庫額）
5. 全国の生産額は従業者規模30人以上であり，組付加価値額（単位億円）は従業者規模9人以上である。
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は，一般機械，石油・石油製品，パルプ・紙の3業種である。付加価値性が全
国平均に比べて極めて低い業種は，医薬品製剤とプラスチックを中心とした化
学である。
福井県では，労働生産性と付加価値生産性が全国平均を上回る業種は存在し
ない。労働生産性が全国平均よりも大きく上回る業種は，合成繊維，医薬品製
剤，プラスチックを中心とした化学で、ある。これらの 2つの生産性が全国平均
以下の業種は非鉄金属と一般機械の 2業種だけであるO その他の18業種は労働
生産性が全国平均以上であり，付加価値生産性はそれ以下で、ある。
8) 付加価値率でみた工業構造
付加価値率とは，付加価値額を生産額から内国消費税額をヲ｜し、た額で除した
値に 100を乗じたものであるO 付加価値率は生産額と付加価値額との相関を示
す指標として重要であり，この比率によって 3県の工業構造の特徴を指摘する
こともできる〈表4-15）。
富山県の付加価値率の推移を製造業でみれば，昭和49年の景気のピークには
36.1%であったが，その後低下して昭和53年には再び上昇し， 37.9%となり，
昭和52年に比べて3.2%の上昇となり，昭和49年のピークを上回っている。
産業中分類別にみれば，付加価値率が昭和53年の製造業平均37.9%よりも上
回る業種は，出版・印刷の57.8%をはじめ，金属製品52.0%，衣服48.7%，化
学44.6%，一般機械43.2%，家具・装備品41.7%，電気機械40.4%，窯業・土
石40.4%などの12業種であり，やはり都市型工業（雑貨型工業の出版・印刷，
衣服および家具・装備品，金属加工型工業の金属製品〉の付加価値率の高いこ
とがわかる。一方，製造業平均よりも付加価値率の低い業種は，輸送機械24.9
%が最も低く，皮革27.6%，鉄鋼27.7%，木材・木製品27.9%，パルプ・紙
30.7%，食料品31.1%の6業種であるO
石川県の付加価値率の推移を製造業でみれば， 3県のなか最も高い水準で推
移しており，昭和49年には40.3%であったが，昭和50年に低下し，昭和51年か
ら上昇傾向にあり，昭和53年には前年を 1.3%上回る41.7%となり，昭和49年
%） 
県 g1j ！怠 山 石 Jil 福 井
お宅 付加価値額 付加価値率 付加価値額付加価値率 付加価値額 付加価値率昭和4咋 昭和53:年 4年9増年減～率53 49年 50年 51年 5昨日年 昭和4咋昭和53年得議4咋 50年昨 5持畔 昭和49年 昭和時~＝議 49年 50年 51年 52年 5J年
製造業総数 51,402,481 61,447,694 19.5 36.1 32.8 J4.2 J4.7 37,9 37,J40,052 47,386,656 26.9 40.3 39.9 41.3 40.4 41.7 21,031,650 23,894, 74 13.6 37.1 36.7 37.7 36.7 38.9 
食料 1,362,007 1,918,478 40.8 28.3 32.6 J4.1 31.2 311 2,648】167 3,920,691 48.1 45.1 46.1 4.7 42.4 40.4 432,947 以4,478 95.1 J4.7 38.7 40.0 41.2 40.5 
織 維 4,433,866 5,784,152 30.5 37.8 3.6 37.3 27.7 37.9 9,02,176 12，冗8,092 40.9 36.2 35.1 38.9 38.1 41.4 7,146,002 9,569,982 3.9 J4.3 35 6 39.5 38.0 39.6 
衣 服 247,167 540,220 18.6 43.7 52.6 45.8 49.5 48.7 827,381 1,297,132 56.8 44.7 47.9 48.1 46.0 46.3 58,931 739,787 25.6 46 7 4.2 48.7 47.5 50.0 
木材・木製品 1,079,263 898,459 . 16.8 お.523.5 25.1 24.4 27.9 1,154,871 1,626,248 40.8 30.5 J4.0 37.1 3.9 39.3 892,157 646,522 企 27.530.8 26.4 15.8 26.7 3.1 
家具・装備品 275,969 396,&!9 43.8 33.4 37.2 38.5 41.6 41.7 59,107 971,835 73.8 43.6 47.3 49.2 48.9 49.8 289,752 288,524 . 0.4 31.0 31.7 J4.2 32.3 31.7 
パルプ・紙 2,840,522 2,518,440 企 1.3 3.2 21.6 幻.9J4.4 30.7 俗3,150 打9,327 14.1 38.2 37.2 36.6 35.4 40.7 981,213 打8,718. 20.6 39.2 28.7 31.7 3.1 M.6 
出版・印刷 920,427 1,157, 782 25.8 58.0 59.5 57.7 5.9 57.8 I，お5,09 2,049,602 53.5 58.2 60.1 63.0 63.3 63.8 251,692 397,329 57.9 65.3 63.6 56.7 56.3 53.4 
化 学 8,383,163 8,169,772 . 2.5 47.2 42.2 42.4 1.9 4.6 247,371 827,808 お4.639.0 2.3 8.6 32.4 M.1 2,987,083 2,398,498 . 19.7 43.7 35.0 32.2 27.2 38.0 
石油・石炭 χ χ χA 7.2 χχ χχ 69,145 15,6幻 67.2 18.7 2.0 24.3 20.9 28.5 χ χ χχ χχ χχ 
ゴム製品 250,129 お8,723. 2.5 4.1 46.8 38.0 4i.O 41.4 9,17 35 681 291.4 71.7 75.7 58.9 41.0 73.9 χ 79,652 χχ χ61.5 χ65.7 
皮 草 2, 742 38, 737 70.3 23.2 お.030.7 31.7 27.6 3,162 χ x 31.6 45.1 χχ χ χ χ χχ χχ χχ 
窯業・土石 l，印9,86 1,213,371 A 24.6 44.3 41.3 36.5 38.0 40.4 2,304,492 2, 721,244 18.1 45.2 45.0 4.5 46.2 45.5 968,597 鈎5,967企 7.541.4 36.0 37.3 35.3 41.8 
鉄 錫 3,731,512 2，銘4,286A 20.0 27.8 15.9 14.5 2.0 27.7 744,352 779,403 4.7 47.8 37.2 35.2 M.3 36. 7 14,571 81,872 企 43.431.0 M.8 32.5 2.7 35.0 
非鉄金属 12,303,496 15,090,132 2.6 37.8 32.5 35.4 36.7 39.7 90,397 109,967 21.6 37.5 38.9 32.0 40.0 41.9 290,613 291,195 0.2 1.4 7.2 1.1 10.7 18.0 
金属製品 3,398，お318,318,541 14.8 31.3 38.1 43.7 50.1 52.0 1,491,140 2,078,674 39.4 49.0 48.6 45.1 49.2 46.0 469,130 日7,619 14.6 32.2 40.7 42.6 48 8 4.5 
一般機械 6,149,828 5,242,085 企 14.8 46.8 45.8 43.3 41.3 43.2 12,540,267 12,104,590 企 3.541.5 41.7 43.4 40.3 40.5 1 21 439 899,888 A 26.3 46.9 43.4 48.7 49.8 46.4 
電気機械 1,149,258 2,173,519 89.1 35.0 36.2 40.9 40.3 40.4 1,43，必4 1,763,631 23.0 32.0 30.2 36.2 31.8 32.8 2,119,362 3, 12,249 46.8 37.0 38.6 37.5 36.4 36.1 
輸送機械 1, 761,402 2,145,098 21.8 27.5 31.5 32.1 29.2 24.9 757,378 1,035,003 36.8 37.2 35.5 37.1 37.4 38.0 43,468 x .χ 29.2 38.8 x x χ 
精密機械 x χ x 32.9 50.4 4.1 40.5 36.0 20,237 11,402 x 52.4 61.3 56.9 70.4 59.8 763,763 1,083,006 41.8 45 8 48.3 51.1 52.2 50.7 
その他の製造業 1,649,691 2,183,597 32.4 38.8 44.0 3.7 30.6 38.4 1,392,559 2,431,205 74.6 44.9 42.1 41.9 42.2 44.3 1,367,137 1,188,144 企 13.151.0 53.7 51.2 40.2 35.2 
（単位万円，北陸3県別・産業中分類別付加価値額および付加価値率の推移表4-15
? ? ?
?
資料表3-3により作成。
注1. 付加価値額と付加価値率は，次の算式による。
付加価値額＝生産額一原材料使用額一製造品出荷額等に含まれる内国消費税額一減価償却額
付加価値額付加価値率＝ ~占E ~＝叩占刊日× 100
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を上回る比率である。
産業中分類別では，付加価値率が昭和53年の製造業平均41.7%よりも上回る
業種は，ゴム製品の73.9%を筆頭に，出版・印刷63.8%，精密機械59.8%，家
具・装備品49.8%，衣服46.3%，金属製品46.0%，窯業・土石45.5%，その他
の製造業44.3%などの9業種である。石川県でもやはり都市型工業の付加価値
率が高く，その比重は大きし、。逆に，付加価値が製造業平均よも低下した業種
は，不思議なことに石油・石炭の28.5%が最も低し電気機械32.8%，化学
34.1%，鉄鋼36.7%，輸送機械38.0%，木材・木製品39.8%などの10業種であ
る。このような付加価値率だけでみるかぎり，石川県の工業構造は質的に高
く，信用や技術に何か秘訣がありそうであるO
福井県では製造業平均の付加価値率の推移は，昭和49年の37.1%から昭和50
年には低下し，昭和51年に上昇して昭和52年に低下し，昭和53年に上昇してい
る。昭和53年は38.9%である。
産業中分類別では，付加価値率が製造業平均38.9%を上回る業種は，ゴム製
品65.8%を首位に，出版・印刷53.4%，精密機械50.7%，衣服50.0%，一般機
械46.4%，金属製品44.5%，窯業・土石41.8%，食料品40.5%，繊維39.6%な
どの9業種である O 福井県も都市型工業の付加価値率が高し、。地方資源型工業
（窯業・土石，食料品，繊維〉の付加価値率も 3県のなかで最も高いことがわ
かる。逆に，付加価値率が製造業平均を下回る業種は，非鉄金属の18.0%が最
も低く，家具・装備品31.7%，木材・木製品33.1%，パルプ・紙34.6%，鉄鋼
35.0%などの8業種である（表4-15）。
9) 設備投資でみた工業構造
昭和48年秋の第1次石油危機と昭和54年の第2次石油危機の影響を受けて企
業が厳しい合理化と減量経営をしていることから，また，景気の先行きが不透
明なことから，設備投資がどのような状況にあったかを知ることは，今後の工
業構造の高度化と多様化，工業開発の推進にとって重要なことであるO
富山県では，昭和53年の設備投資額〈従業者10人以上の事業所〉は， 830億
%） 
県 日リ 富 山 石 Il 福 弁
年次 昭和49年 昭和 53年 49年＝ l 昭和49年 昭和53年 49年し=l 昭和49年 昭和53年
4年のと9伸年一し~たび3年掛ls とした49 年と た49『『』』 項目 実 数犠成比 実 数構成比 年Q)fl一申~~·年剖 実 数構成比 実 数構成比 (J)；－申5ひ3可年脅） 実 数構成比 実 数構成比一一四『』
製造業総数 10, 135, 273 100.0 8, 301, 922 100.0 0.82 4, 842, 542 10. 0 2, 526, 553 10. 0 0.52 5, 077, 673 100.0 2, 815, 328 100.0 0.55 
食 料 ロ＂ロ 260, 624 2.6 560,429 6.8 2.15 263, 298 9.2 231, 959 5.4 0.88 46, 999 o. 9 97, 543 3.5 2 .08 
織 維 635, 878 6.3 529, 698 6.4 0.83 2, 023,412 24.5 617, 952 4.1 0.31 l, 663, 075 32.8 1, 034, 835 36.8 0.62 
衣 料 30, 021 0.3 45,190 o. 5 1.51 50, 660 2.8 70,819 1.0 1.40 57, 838 1.1 43, 450 1. 5 0.75 
木材・木製品 152, 862 1.5 176, 563 2.1 1.16 16, 692 2.6 64, 796 2.4 0 .56 94, 363 1. 9 65,541 2.3 0.69 
家具・装備品 46, 050 0.5 86, 872 1.0 1.89 30, 513 1. 0 25, 462 0.6 0.83 55,821 1.1 2, 735 o. 8 0 .41
パルプ・紙 877, 221 8. 7 742, 500 8. 9 0.85 lll, 726 1. 5 38, 348 2.3 0.34 318, 732 6.3 68, 198 2.4 0 .21 
出版・印制 12, 163 1.1 123, 007 1.5 1.10 80, 722 4. 3 108, 064 1. 7 1.34 19, 928 0.4 16,586 0. 6 0 .83 
化 学 1,796, 962 17. 7 l, 347, 634 16.2 0.75 37, 259 9. 0 226,271 0.8 6.07 670, 859 13. 2 384, 980 13. 7 0.57 
石油・石炭 x x x x x x 0.1 3,263 x x 
ゴム製品 19,889 0.2 14,335 0.2 0.72 x 0. 0 268 x x x x 3, 388 0.1 x 
皮 革 1,488 0.0 1,509 0.0 1.01 x 0.1 1,517 x x x x x x x 
窯業・土石 342, 067 3.4 292, 085 3.5 0.85 256, 212 12.1 305, 904 5. 3 1.19 660, 703 13.0 169, 380 6. 7 0.29 
鉄 鋼 1,040, 390 10.3 329, 763 4.0 0 .32 m,454 2.0 49, 494 3. 6 0.28 73, 180 1.4 2, 697 0.1 0.04 
非鉄金属 2, 196, 701 21. 7 1, 967, 164 23. 7 0.90 1,887 0.1 3, 688 0. 0 1.95 49, 910 1.0 19.141 0. 7 0.3S 
金属製品 800, 787 7. 9 712, 968 8. 6 0.89 106, 576 2. 9 72, 121 26.5 0.68 61, 034 1.2 43, 249 1. 5 l.71 
一般機械 932, 804 9. 2 544, 351 6.6 0.58 l, 282, 028 13. 2 3'32, 677 2. 2 0.28 132, 185 2.6 58,867 2.1 0.45 
電気機械 216, 909 2.1 153,406 1.8 0.71 18, 554 4. 9 123, 557 2.4 1.04 864, 457 17. 0 488, 899 17.4 0.57 
輸送機械 26, 430 2. 6 240, 543 2. 9 0 .90 80, 774 2.5 64, 278 1. 7 0.80 5,841 0.1 x x x 
精密機械 x x x x x 150 0.0 81, 317 1. 6 126, 009 4.5 1.55 
その他の製造業 336, 625 3.3 330,421 4.0 0.98 101, 373 7.5 189, 685 2.1 1.87 207, 068 4.1 146, 223 5.2 0.71 
（単位万円，北陸3県別・産業中分類別設備投資の推移（従業者10人以上の事業所）表4-16
?
? ?
?
資料富山県統計調査課， r工業統計調査結果表』，昭和49年～昭和53年，により作成。
注 福井県の設備投資額には、建設仮勘定は含まれず、年間取得額だけが含まれる。
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1,922万円で昭和49年に比べて3,159億9,441万円増（16.2%増〉，昭和52年に比
べて751億8,381万円増（6.0%増〉を示している（全国の昭和53年は4兆406億
円で9.7%減である〉。
① 産業中分類別では，昭和52年に比べて増加した業種は，パルプ・紙37億
3,159万円増（101.0%増〉，食料品35億5,030万円増（172.8%増〉，金属製品34
億9,868万円増（96.4%増〉などの14業種である。逆に，減少した業種は，化
学65億8,661万円減（32.8%減〉，非鉄金属20億9,798万円（9.6%減〉などの 6
業種であり，業種聞のバラツキがみられ，不況を反映して企業の投資態度が慎
重になっていることがわかる（表4-16）。
上位5業種の総設備投資額533億695万円は製造業の64.2%を占めているが，
昭和52年に比べて 4.1%増加した。構成比では，非鉄金属23.7%(196億7,164
万円〉，化学16.3%，パルプ・紙8.9%，金属製品8.6%，食料品6.8%の順であ
る（表4-4）。
② 従業者規模4階級別では，小企業（10～29人〉は85億1,110万円（構成
比10.3%）で昭和49年に比べて7.7%，昭和52年に比べて6.0%増加した。中企
業（30～99人〉は126億2,440万円〈同15.2%）で昭和49年に比べて23.2%，昭
和52年に比べて2.07%増加した。従業者規模で分類したもう 1つの中企業（100
～299人〉は 181億4,990万円（同21.9%）で昭和49年に比べて 25.8%，昭和52
年に比べて19.0%増加した。大企業は437億3,380万円（同52.6%）で昭和49年
に比べて25.5%減少し昭和52年に比べて11.9%増加した（表4-17）。
石川県では，昭和53年の設備投資額は365億6,029万円で昭和49年に比べて
139億9,085万円（27.7%減〉減少し，昭和52年には61億8,584万円（20.4%増〉
士首力目した。
① 産業中分類別では，昭和52年に比べて増加した業種は， 30億4,813万円
増（37.8%），窯業・土石13億6,810万円増（71.2%増〉，化学6億3,377万円増
(37.4%増〉，繊維6億2,361万円増（8.3%増）などの12業種である。逆に，
減少した業種は，パルプ・紙3億459万円減（43.4%減〉などの 5業種である。
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表4-17 北陸3県別・従業者規模4階級別設備投資の推移（従業者20人以上の事業所） （単位万円，%）
県 従4 業階者級規模別 2 0～2 9人 3 0～9 9人 1 0 0～2 9 9人 3 0 0人以上 総 数
別 ζ友＼芝旦 実 数 対前年比 実 数 対前年比 実 数 対前年比 実 数 対前年比 実 数 対前年比
昭和 49年 285,568 76.5 l, 024, 871 82. 0 2, 446, 680 114. 7 5, 873, 656 107. 5 10, 135, 273 105. 2 
富 50 280, 077 98.1 769, 218 75.1 l, 915, 904 78.3 4, 906, 182 83. 5 8, 245, 209 81. 4 
5 1 270, 683 96. 6 995, 714 129. 4 2, 194, 497 114. 5 4, 047, 755 82. 5 7, 812, 227 94. 7 
52 343,545 126. 9 l, 045, 662 105.0 2, 239, 578 102.1 3, 907, 288 96. 5 7, 835, 407 100.3 
山 53 448, 907 130. 7 l, 262, 440 120. 7 1, 814, 987 81. 0 4, 373, 385 111. 9 8, 301, 922 106. 0 
49年～53年の伸び（倍） 1. 6 1. 2 0.7 o. 7 0.8 
昭和 49年 387, 817 117. 9 1, 126, 027 103.6 942, 891 83. 7 l, 700, 195 142. 9 4, 842, 542 108. 6 
石 50 221, 637 57.1 627, 539 55. 7 l, 478, 684 156. 8 953, 258 56.1 3, 586, 647 74.1 
5 1 230, 373 103. 9 739, 771 117. 9 1, 116, 232 75.5 904, 991 94. 9 3, 255, 780 90. 8 
52 191, 703 83. 2 774, 542 104. 7 741, 142 66.4 760, 316 84.0 2, 710, 281 83. 2 
Il 53 343, 270 179.1 755, 881 97. 6 794, 121 107.1 288, 289 37. 9 2, 526, 553 93. 2 
49年～53年の伸び（f告） o. 9 o. 7 0.8 o. 2 0. 5 
昭和 49年 292, 785 1,317,440 755, 508 2, 711, 940 5,457, 750 
福 50 206, 497 70. 5 886, 616 67. 3 485, 104 臼.2 1,010, 797 37. 3 2, 856, 202 52. 3 
5 1 233, 161 112. 9 1, 034, 213 116. 6 662, 421 136. 6 l, 080, 012 106. 8 3, 336, 272 116. 8 
52 221, 390 95.0 889, 655 86. 0 722, 087 109. 0 1, 371, 943 127. 0 3, 447, 010 103. 3 
弁 53 212, 050 95.8 807, 123 90. 7 940, 272 130. 2 1, 067, 933 77. 8 3, 257, 656 94. 5 
49年～53年の伸び（倍） 0.7 o. 6 1. 2 o. 4 0. 6 
資料表3-3により作成。
石川県の場合も業種間のパラツキの大きいことが特色である（表4-16）。
上位5業種の総設備投資額は， 275億2,342万円で昭和52年に比べて25.2%
増加し，製造業の実に75.4%にも達している。構成比では，一般機械30.4%
(111億1,391万円〉，繊維22.4%，窯業・土石9.0%，食料品7.2%，化学6.4%
であり，やはり上位2業種で52.8%を占めている〈表4-4）。
② 従業者規模4階級別では，小企業（10～29人〉は79億8,176万円（構成比
21.8%）で昭和49年に比べて29.6%減少し昭和52年に比べて55.5%増加し
た。中企業（30～99人〉は90億129万円（同24.6%）で昭和49年に比べて24.1%
減少し昭和52年に比べで4.3%増加した。中企業（100～299人〉は86億4,182
万円（同23.6%）で昭和49年に比べて13.2%減少し，昭和52年に比べて10.6%
増加した。大企業は109億3,542万円（同30.0%）で昭和49年に比べて37.1%減
少し，昭和52年に比べて24.3%増加した（表4-17）。
福井県では，昭和53年の設備投資額は， 226億8,480万円で昭和49年に比べて
241億4,154万円（58.2%減〉減少し昭和52年に比べても42億33万円（12.2%
減〉減少した。
①産業中分類別では，昭和52年に比べて増加した業種は，窯業・土石17億
4,595万円増（109.0%増〉，鉄鋼1億1,770万円増（340.4%増〉などの 8業種
である。逆に，減少した業種は，繊維24億3,496万円減（21.1%減〉，化学17億
1,324万円減（33.3%減〉，木材・木製品9億1,603万円減（58.2%減〉，電気機
械5億8,939万円減（10.2%減〉，精密機械4億1,774万円減（21.8%減〉など
の11業種である。しかし，業種間のバラツキがみられる〈表4-16）。
上位5業種の総設備投資額は， 226億8,480万円で製造業の実に75.2%を占め
ているが，昭和52年に比べて11.8%減少した。構成比では，繊維30.1%(90億
8,373万円〉，電気機械17.3%，化学11.4%，窯業・土石11.0%，その他の製造
業4.0%となっている。 〈表4-4）。
② 従業者規模4階級別では，小企業（10～29人〉は455億2,314万円（構成
比21.4%）で昭和49年に比べて26.8%，昭和52年に比べて0.6%増加した。中
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企業（30～99人〉は534億8,071万円（同25.1%）で昭和49年に比べて5,5%,
昭和52年に比べて5.6%増加した。中企業（100～299人〉は542億1,138万円（同
25.4%）で昭和49年に比べてl,773.1%，昭和52年に比べて34.2%増加した。
大企業は598億7,042万円（同28.1%）で昭和49年に比べて22.6%減少し，昭和
52年に比べて15.0%減少した（表4-17）。
10) 工業集積度でみた工業構造
富山県では，可住地面積1km,2当り製造品出荷額等（全事業所〉は9億7,209
万円で全国平均12億5,148万円の77.7%の水準にある。また昭和52年の付加価
値額で評価した重化学工業化率は78.0%で全国平均の61.9%を上回っているO
石川県では，可住地面積1km,2当り製造品出荷額等（全事業所〉は 7億8,643
万円で全国平均を上回り， 62.8%の水準にある。重化学工業化率は41.0%で全
国より下回っている。
福井県では，可住面積1km,2当り製造品出荷額等（全事業所〉は8億7,023万
円で全国平均を上回り， 69.5%の水準にあるO 重化学工業化率は51.5%で全国
よりも下回っている（以上，表4-1)。
次に，工業集積度は生産品目の製造品出荷額等とその出荷額等を産出する事
業所数で示すこともできる。
表4-18は，北陸3県の工業集積度の特色を推察するため，産業細分類別の
製造品出荷額等が50億円以上の業種とその事業所数が，当該細分類別業種が産
業中分類別業種に占める割合すなわち位置づけと製造業総数に占める割合すな
わち 3県の工業集積度を示したものである。
富山県では，製造業総数に占める構成比〈割合〉の最も多いのは，金属製品
の15.7%であり，次いで化学6.7%，非鉄金属3.9%，一般機械3.0%，食料品
2.7 %，木材・木製品2.7%，繊維2.0%の順で示される。金属製品の産業細分
類業種すなわち生産品目では既述のようにアルミニウムサッシ・ドアが断然多
く，石川，福井両県よりも圧倒的に優位となっている。化学では伝統的に医薬
品製剤が多し、。非鉄金属ではアルミニウム押し出し品，銅・同合金鋳物，黄銅
表4-18 北陸3県別・産業中分類別工業集積（昭和52年の製造品出荷額等50億円以上） （単位所， 7iP:J, %｝ 
県 ;.rn 富 山 石 Ii 福
産おと 産出事業所数 製造品出荷額等 産出事業所数 製造品出荷額等 産出事業所数実 数 精業種成で‘tの 構総数成でJのt 実 数 構業種成で比の構総数成で比の 実 数 構業種成で比の 犠総数成で比の 実 数 構業種成で比の構総数成で比の 実 数 構業種成で比の 総構数成での比
製造業総数 7,087 10 0 173,814,%5 10.0 14,709 10.0 103,91日8 10.0 9,638 
18～19食料品 294 23.3 4.1 4，η9,016 49.3 2 7 386 36.9 2.6 4,619，必6 50.3 4.4 57 7.3 
20 
21 
2 
23 
24 
25 
26 
30 
31 
32 
3 
34 
35 
36 
37 
39 
畿 続 20 7 5 0.3 3,53,292 341 2 0 5,729 87.2 38.9 25,286, 70 85.5 24.3 4,295 98.6 
衣 間i 。0.0 。 。 。 お8 62.0 1.6 1,426,035 5.5 1.4 7 2.8 
木材・木製品 5'-10 41.7 7 6 4,573,48 75.9 2.6 お0 46.1 2.4 2,956,157 78.5 2.8 352 60.7 
家具・装備品 。。 。 。0.0 。 424 67.9 2 9 1.12,618 64.4 1.1 10 27.9 
パルプ・紙 1-12 74 0 2 0 1,314,592 14.1 0.8 5 3.0 0.03 537,628 28.7 0.5 6 2.4 
出版印刷 298 89 2 4.2 1,576,363 79.9 0.9 32 7G.7 2.2 2,697,187 92.3 2.6 167 8.4 
it 学 10 49.3 1.5 1,68,395 閃.7 6.7 。0.0 0.0 0 0.0 0.0 17 51.5 
窯業・土石 39 1.7 0 6 2，お3,127 39.2 1.3 16 24.3 I.I 3,151,808 61.0 3.0 82 34.2 
鉄 鋼 3 29.5 0 5 4,$92,450 37.9 28.l 49 48.0 0.3 562,457 31 I 0.5 。。
非鉄金属 240 74.5 3.4 6，万4,329 40.6 3 9 。。 0.0 0 0.0 0.0 。0.0 
金属製品 37 37.6 4 8 27,256,623 91 I 15.7 495 58.6 3.4 2,106,8お 50.3 2 0 198 52.4 
ー般機械 76 51.8 1.1 5,275,576 38.5 3 0 708 58.1 4.8 22,178，鈎l 87,5 21,3 46 12.2 
電気機械 34 24 5 0 5 1,543，お7 幻l 0.9 98 68.1 0.7 4，必4,320 7.3 4.2 81 59.6 
輸送機械 35 35, 7 0 5 2,782, 764 37,7 1.6 91 46.0 0.6 l，鈎9,428 73.5 1.8 。0.0 
精密機械 。。 0.0 。。 0.0 。0.0 0.0 0 0 0 0.0 日l 63.5 
その他の製造業 47 6.3 0.7 1,728,870 12.9 I 0 1,098 76 9 7 5 2，お6,862 54.1 2.5 80 12.6 
資料表3-3により作成。
注1. 製造業「総数での構成比」は各県における当該業種の「工業集積」度をあらわすものとする。「業種での構成比」は当該業種に
おける「工業集干責J度をあらわすものとする。これらの工業集積度は昭初52年12月31日現在の製造品出荷額等を50億円以上産出
する事業所数とその事業所の製造品出荷額等で示したものである。
10.0 
0.6 
4.6 
0.8 
3.7 
1.0 
0.06 
1.7 
0.2 
0.9 
。
0.0 
2.1 
0.5 
0.8 
。
5.5 
0.8 
弁
製造品出荷額等
実 数 構業種成での比 総構数成での比
86,399,674 10.0 
542,612 13.6 0.6 
34,240,232 91.8 39.6 
お4，お6 お l 0.7 
4,073,952 91.l 4.7 
I，臼1,405 76.7 1.8 
95,721 28.1 1.2 
678,458 68.9 0.8 
6，飽8，お4 85.9 7.0 
1,853,652 50.6 2.1 
。0.0 0.0 
。。 。
1,839,591 69.1 2.1 
1,169,646 40.7 14 
6,683,088 82 7 7.7 
0 0.0 。
4,358,026 89.2 5.0 
1,580, 70 37.8 1.8 
伸銅品が多し、。一般機械では玉軸受（ユニットを含む〉，特殊鋼切削工具が多
い。食料品では肉製品が多し、。木材・木製品では一般製材のなかでもひき割類，
ひき角類が多い。繊維ではポリエステル長繊維織物が多い。このようなことは
既述の 4）～6）でも分析している（表4-13）。
石川県では，繊維の24.3%が最も多く，一般機械の21.3%が多く，やはりこ
れらの2業種が富山，福井両県よりもはるかに優位に立っているO 次いで食料
品の4.4%，電気機械の4.2%が多い。繊維の細分類業種では，絹・人絹織物精
練・漂白・染色，人絹撚糸（アセテートを含む〉，合成繊維撚糸〈編織糸〉，
化学紡績，細幅織物が多い。一般機械ではトラクターが断然多く，さらに変速
機，歯車（プラスチック製を含む〉， その他の動力伝導装置，その他の織機，
その他の編組機械，その他の包装荷造機械が多い品目である。食料品では，ク
リーム，その他の乳製品，処理牛乳が多く，水産練製品も富山県よりは多い
（産出事業所数は富山県は77事業所，石川県は38事業所である。〉。電気機械で
は，配電盤，分電盤，継電器，通信用抵抗器，通信用蓄電器，その他の電子機
器用・通信機器用部分品，電気音響機器・阿部分品・取付具・付属品，半導体
素子，電子計算機本体・同付属装置が多い品目である。この他，石川県には伝
統的工芸品産業が多く，そのなかでもその他の製造業に属する漆器製家具，漆
器製台所・食卓用品，容器が多い。
福井県では，繊維の39.6%が圧倒的に多く，次いで電気機械の 7. 7%，化学
の7.0%，精密機械の 5.0%，木材・木製品の4.7%の順で多し、。繊維では，ポ
リエステル長繊維織物，羽二重類（交織を含む〉，その他の絹広幅織物，その
他の絹後染小幅織物，絹・；人絹織物精練・漂白・染色，合成繊維長繊維織物精
練・漂白・染色，細幅織物，丸編メリヤス生地・同製品，縦編メリヤス生地・
同製品，化学紡績糸などが多い品目である。電気機械では，通信用抵抗器，
通信用蓄電器，発電機，電動機，その他の回転電気機械の部分品・取付具・付
属品，電気音響機器・同部分品・取付具・付属品が多い品目である。化学で
は，ナイロン長繊維糸（モノフィラメントを含む〉，ポリプロピレン長繊維糸・
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表4-19-1 北陸3県別産業細分類別工業集積
（昭和52年の製造品出荷額等50億円以上） （単位万円）
県 日1] 宮 山 石 Il 福 井
生 産 ロロ 目 産事業所数出 製出荷造額品等 事産業所数出 製出荷造額品等 産事業所数出 製出荷造額品等
総 数 7,087 173,844,965 14,709 103,991,508 9,638 86,399,674 
18～19食 料 品 1,262 9,693,998 1,046 9,172,131 785 3,979,960 
181113 肉 製 日t:lロ 5 1,026,570 
181214 処 理 牛 乳 27 
181215 ク ム 13 1, 146, 183 
181219その他の乳製品 20 516,692 
182511 水 産 練 製 日ロロ 7 687 415 38 965幻4
182911 素く ん干せ，い塩， 塩干歳若魚介干類， 108 559,063 
187211 洋 生 菓 子
851,553 
187212 和 生 菓 子 147,468 
187411 米 菓 19 554,969 
188111 清 涼 飲 料
188411 清 i西 38 761,070 61 1,147,617 57 542,612 
193919 その他の製造食料品 90 508,839 
20 S畿 総 265 10,423,360 6,571 29,583，刀1 4,354 37 ,295,936 
202111 品世 綿 糸 9 1,789,839 
202211 申告ピスコース， スフ糸
202214アセテート紡績糸
202215純ピニロン紡績糸
202216混紡ビニロン紡績糸 18 2,133,331 12 1 716 163 
202221純アクリル紡績糸
202223純ポリエステル紡績糸
202224混紡ポリエステル紡績糸 4 745,281 
203131 人絹撚糸（アセテートを含む）
203132 合成繊維撚糸（編織糸） 2,972,904 898,385 
203139 その他の合成繊維撚糸
203211 か さ 高 カ日 工糸 73 1,871,837 
204111 か な き ん
204112ポプリン，プロード
204119 その他の綿広幅生地織物
204129 その他の綿広幅糸染織物
95 579,653 
表4-19-2 北陸3県別産業細分類別工業集積
（昭和52年の製造品出荷額等50億円以上） （単位万円）
県 g1j 宮 山 石 il 福 井
生 産 ロロ 目 産事業所数出 製出荷造額品等 産事業所数出 製出荷造額品等 産事業所数出 製出荷造額品等
204141 ビスコース・スフ，モスリン
204149 広その他幅のピ生スコ地ー ス織・ス物フ
204159 その他のポリエステル紡績糸織物
204169 その他の化学繊維紡績糸織物
204211 羽二重類（交織を含む） 52 1,429,518 
204212 ク レー プ類（絹） 27 664, 921 
204219 その他の絹広幅織物
204221 チ メ ン 類
204239 その他の絹後染小幅織物 28 833, 144 
204242 ビスコース人絹広幅織物 2,826 10,324,026 2,496 11,449,146 
204244 キュプラ長繊維織物
204249 その他のナイロン長繊維織物
204251 ポリエステル長繊維織物 7 1,018,172 67 2,417,916 
204259 その他の化学繊維長繊維織物
205121 男子用丸編メリヤス外衣
205122 婦人用丸編メリヤス外衣
205125 婦人用丸編メリヤス下着 71 1,606,571 88 3,831, 125 
205126 少年，少女用丸編メリヤス下着
205129 その他の丸編メリヤス製品
205211綿たで編メリヤス生地
205212 合成繊維たて編メリヤス生地
205219 その他の繊維製たて編メリヤス生地
205221 男子用たで編メリヤス外衣 54 1,360,568 
205222婦人用たて編メリヤス外衣
205223 少年，少女用たて編メリヤス外衣
205225 婦人用たて編メリヤス下着
206211 絹・人絹織物精練・漂白・染色
206212合成繊維長繊維織物精練 21 38 5,382, 740 
漂白・染色
206711 メリヤス・レース染色 12 1 077 457 
208211 編 レ ス 生地 102 519, 941 
208511 細 幅 織 物 620 1,430,532 815 1,242,584 
209711 上塗りした織物，防水した織物 3 777,825 
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表4-19-3 北陸3県別・産業細分類別工業集積
(H前日52年の製造品出荷額等50億円以上） （単位万円）
県 日lj 富 山 石 Il ヰ菌 井
生 1宝 {iヨl 日 産事業所数出 製出荷造額等品 事業所 製出荷造額品等 事産業所数出 告義主
209911 解 除 糸
209919 繊他に分維類さ工れな業いそ製の他の品 781,607 
579, 087 
21 衣 Ha 83 1,369,460 384 2,570,520 337 2,446,606 
211111 男子・少年用背広服上衣
211112 男（子替・え少年ズ用ボ背ン広を服含ズむボ）ン 113 525,369 
211117 男子・，少ヒ年ニ用ルヤl凸羽ヲ，l合レ羽イ，ンレインコー ト コー ト
211211 婦人・少女用ドレス・スーツ上衣
211212 婦人・少女用スカー ト・スラックス
125 900,666 77 564,286 
211213婦人・少女用ブラウス
211217子供・幼児用服
22 木材・木製品 1,296 6,026,096 760 3, 765,369 580 4,470,587 
221111 板 類
221112 ひ 』ヨ号 害。 類 254 1 407' 138 
221113 ひ き 角 類 258 1 168, 700 
221114 ま 〈 勺 木
339 2,308, 157 344 2, 139,041 
221115箱材，荷造用仕組材
221119 その他の製材製品
221121 木 材 の 素 材 12 657 ,596 
221122 製 H 〈 すご
222211 普 通 A口、 板 6 
1 8 1, 934, 911 
222212 特 殊 ムロ 板 10 792 849 
23 家具・装備品 394 1,631,988 624 1,727,021 358 1,995,504 
231111 守製ー 家庭プ用・ル事務・ 所い用机す
231112 木（キ製ャ流ピしネ台ッ，ト調が理木製台，のガもスの台） 
231119 その他の木製家庭用・事務所用家具
231121 木製公共建物用特殊家具 100 1,531,405 
231122 キラジオャ・テピレピ・ネステッレオ用ト
231123 木 製 寝 4口内
231129 そ（金属の製，他漆器の製を家除く具） 
233111 木 製 建 具 406 581,450 
239111 事務所用，店舗用装備品 18 531,168 
24 パルプ．・紙 255 8,892, 187 166 1,874,567 245 3,542,942 
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表4-19-4 北陸3県別・産業細分類別工業集積
（昭和52年の製造品出荷額等50億円以上） （単位万円）
県 日リ 富 山 石 Jl 干高 井
生 産 ロCJロ 目 産事業所数出 i製出荷製額等品 産事業所数出 官晶暴 産事業所数出 製出荷造額等品
242212内装用ライナ（段ボール原紙）
242213 中しん原紙（段ボール原紙）
242214マ ー フ ポ 一 lレ
5 537,628 6 995, 721 
242215 白 ポ jレ
242216黄板紙，チップポール
242219 そ の 他 の 板紙
245311段ボール外装箱 54 1,012,631 
245411 折 た た み 箱
245412機 械 箱
29 599, 723 
245413 は り 点口、 せ 箱
245419 そ の 他 の 紙器
25 出版・印刷 334 1,972,498 420 2,923,490 189 985,312 
25 新聞（新隣酬を闘して糊新抑制） 3 835 367 
253lll と つ 版 ~p 刷物
253112 平 版 ~[J 届d 物 104 1, 155,008 
319 1,861,820 167 678,458 
253113 お 7 版 ~p 刷物
253114紙以外のものに対する持殊印刷物
26 イヒ 寸品同・ 223 19,574,626 33 2, 152,667 33 7 ,087 ,848 
262939 その他の無機化学工業製品 9 947 ,368 
2臼713 メ フ 、 一， 樹脂
263716 ポ エ チ レ ン
263722塩化ピニル樹脂 3 1,318,640 9 837,505 
263724 ポリピニルアルコール
263727 ふ つ 索 樹
263929 その他の有機化学工業製品 7 1,588,950 
264311 ナ（モイノフロィランメ長ント繊を含維む糸） 
264318 ポリプロピレン長繊維糸・短繊維糸 5 4,406,827 
264329その他の合成繊維
266lll医薬品原末・原液 9 1,180,838 
266211 医 薬 ロ『ゴロ 製 剤 82 6,652,599 3 844,232 
30 窯業・土石 332 5,741,017 684 5, 1筋，m 240 3,663, 196 
302211生コンクリート 36 1,285,322 34 1,438,001 26 1,196,207 
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表4-19-5 北陸3県別・産業細分類別工業集積
（昭和52年の製造品出荷額等50億円以上） （単位万円）
県 別 富 山 石 Il 福 井
生 産 品 目 事産業所数出 製出荷造額品等 産事業所数出 器議議 事産業所数出 製出荷造額等品
302311遠心力カポ鉄筋コンクリート管
302312遠（心 筋コンクリート柱
ール）
302313遠（心力鉄筋コンクリートくい
ノf イル）
302314普通コンクリート管
302315空胴コンクリートプロック 62 630,627 56 657 ,445 
302316土木用コンクリートプロック
302317 道路用コンクリート製品
302318 プレストレストコンクリート製品
302319 その他のコンクリート製品
304211 陶磁気製和飲食器 39 535, 725 
306111 人 造 黒鉛電磁 3 967 805 
308111 砕 石 31 547,455 
31 鉄 鋼 102 1,806,908 63 514,802 
311118 小 形 棒 鋼 3 693 828 
312314 7 エ ロ ク ロ ム 3 2,572, 135 
312319 その他のフェロアロイ 4 1,069,280 
317111機械用銑鉄鋳物
49 562,457 
317119 その他の機械用銑鉄鋳物
319311 鉄スクラップ加工処理品 23 557 ,207 
32 非鉄金属 322 16,625,479 39 224, 156 18 2,286,454 
322311 アルミニウム再b生e、F口全.il. アルミニウ 13 1,078,485 
323112 黄 銅 f申 主同 ロ仁3ロ 4 1,249,200 
323312 アルミニウム押し出し品 5 ~ 1,736,797 
324112銅・同合金銭物 177 1,508,106 
324212 アルミニウムダイカスト 5 679, 733 
329931 非 鉄金属 〈 -r 36 502 008 
3 金属製品 651 29,935, 182 844 4, 190，刀4 378 2,663,049 
334111 鉄 i~· 96 1,017,935 
334112 軽 量 鉄， 'c厄i,_ 
334113 橋 り よ 7 6 669, 953 
110 738,617 127 791 436 
334114 鉄 塔
334115 水 門
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表4-19-6 北陸3県別・産業細分類別工業集積
（昭和52年の製造品出荷傾等50億円以上） （単位 万円）
県 81] 宮 山 石 Jl 4言 井
生 産 口，日 目 事産業所数出 製出荷造額品等 産事業所数出 製出荷造額品等 産事業所数出 製出荷造額等品
334119 その他の建築用金属製品
334211 アルミニウムサッシ・ドア 63 22,706,560 
334212金属製サッシ・ドア
334213 シ ヤ ツ タ 84 582,633 71 1,048,155 
334215建築用板金製品
334219 その他の建築用金属製品 46 709, 156 
334319 その他の製かん板金製品 112 708,584 
334112 アルミニウム製台所・食卓用品 14 1,444,435 
339915 他に分類されない金属製品 301 785,575 
34 一般機械 617 13,703,718 1,219 25,343,921 376 2,871,429 
343211 ト フ ク タ
13,891,261 
343213 トラクタの部分品・取付具・付属品 7 593,636 
344111 旋 盤
344112 ボ jレ 盤
344113 中 り 盤
344114 フ フ イ ス 盤
344115 平 自リ 盤 43 638,812 36 641,520 
344116 研 自リ 盤
344117 歯切り盤，歯車仕上機械
344118 複 l口h、 専 用 機
344119 その他の金属工作機械
344211 圧延機械・向付属装置
344212精整 ｛土 上装置
出4214 液 圧 プ レ ス
344215 機 械 プ レ
10 
ス
528, 126 
344217 鍛I｝ベ造，，機タ械，，製ハンマ，ヘッタン，アグロプーッルタ等， 釘機， フォシ
344229 その他の金属加工機械
344411特殊鋼切削工具 1 1,547,717 
345219 そ の 他 の 織機
24 2, 185, 912 
345229その他の編組機械
345411 紡績機械の部分品・取付具・付属品 210 693, 799 
346111 穀物処理機械・同装置
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表4-19一7 北陸3県別・産業細分類別工業集積
（昭和52年の製造品出荷額等SO{ft円以上） （単位 万円）
県 号リ 宮 山 石 Jl 福 井
生 産 6' 口 自 事産業所数出 製出荷造額等品 産事業所数出 傍出事史』荷A、生旦額等n口ロ j事差業所数出 傷宮出廷1荷i止E額等ロ" 
346112 製パン・製菓機械・同装置
346113 限 造 用 機 械 53 日1978 
346115 肉製品・水産製品製造機械
346121 食料取品付加工具機・械の付部属分品
346919 その他の特殊産業用機械器具 5 756 802 
347411天井走行クレーン
347421 巻 上 機
347422 コ ‘J " J司 ヤ 61 620,129 
347429 その他の荷役運搬設備
347431 荷役運付搬具設備の付部分品
取 ・属品
347511 変 速 機
347512 （プラ・スチック製を含む）率
80 2,880,373 
347519 その他の動力伝導装置
347521 動力伝付導具装置の付部属分品
取 ・品
347719 その他の油圧機器 9 635,475 
349411 ニ y 軸トを含む受） 12 2,587,090 
349412 こ ニろットを軸含む受） 3 751, 753 
349419 王軸受・ころ軸受の部分品 25 954,557 
349719 その他の包装荷造機械 12 726, 537 
335 電気機械 3 4,941,329 144 5,694,605 136 8,078,933 
351131 発気機電械機，の電部動分機品，・取そ付の具他の・付回転属電品 23 2 201 727 
351311配電盤，制御盤
351312 分 電 舟且宜
351313継 電 41 1,042,436 
351329 起その動他器の，抵配抗電器制，御遊装雷置装3置，磁制御開閉器等器
351331 開の閉部装分置，品配・電取盤付f電具力・制付御属装置品
352141 取民生用付電気具機械・器付具の属部分品 6 615,310 
354421 スピγクー7カ7ープ．’；マ磁イ気ク録ロ音ホ，ン録，画イヤホー ンピ テー フ顎
16 36 1,477 622 
354422 電取気音H響機具械・器付具の部属分品
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表4-19-8 北陸3県別・産業細分類別工業集積
（昭和52年の製造品出荷傾等50億円以上） （単位万円7
県 号リ 宮 山 石 Jl 福 井
生 産 ロa日 目 事産業所出数 i出製荷製額等品 事産業所数出 告義母 事産業所数出 営議員暴
355212 デジタル形電子計算機本体・同付属装置 6 683 899 
357212 整流素子（100ミリアンペア以上）
357219 サそー のミ他スのタ半ー パ導リ体ス素タ子等
8 762, 795 
357912 通 信 用 抵 抗器 28 928,027 
357913通信 用 蓄 電器 27 1,014,523 22 3,003, 739 
357919 通そ の信他機の器電用子部機分器用品
36 輸送機械 98 7 ,377,798 198 2,585,451 57 290,348 
361212 パ ス ボ ア { - 3 
361213トラックボディ 12 1,144,788 
361215 ト レ プ
361314 自動取車用付内具燃機・器付の部属分品
36i315駆動伝導・操縦装置部品
361316懸架・制動装置部品 79 754,640 
361317 シャシ一部品，車体部品
361319 その他の自動車部品 32 1, 998, 914 
37 精密機械 1 213,626 1 38,847 836 4,885,377 
375111 n良 3章 66 1 133 894 
376112 I良 3章 枠 465 3,224, 132 
39 その他の製造業 472 13,444,468 1,428 4,723,592 633 4, 185,512 
396511 工業用プラスチック製品 47 1 728 870 
396911 日 用 日口日 雑 貨
396912 容 80 1,580, 770 
396919 その他のプラスチック製品
397111 i奈 器 製 ’S五 具
397112漆器製台所・食卓用品
1,316,275 
資料表3-3により作成。
注1. 本表は，生産品目別にまとめたものであるから，事業所数は延数である。例えば，一般機械と電気機械を同
一事業所が製造している場合は一般機械1事業所，電気機械l事業所となり事業所数は2となる。従って， 1 
事業所1業種に格付して集計表示しである他表と事業所数は一致しない。
2. 昭和52年12月31目現在。
短繊維糸，その他の合成繊維が多し、。精密機械では，眼鏡枠，眼鏡が最も多
く，これらの工業は各種繊維とならんで有力な地場産業であるO 木材・木製品
では，一般製材，普通合板，特殊合板が多い。
このようなことからみると，石川県は富山，福井両県よりも生産品目数が多
く，工業集積度が高いことになるO しかしこのようなことは製造品出荷額等
が50億円以上の細分類業種を抽出した場合には妥当することであるが，そう
でない製造品出荷額等の金額で抽出した場合には別な結果が推察されるであろ
う。ここでその50億円以上の業種が製造業総数に占める構成比で3県を比較す
れば，富山県は43.1%，石川県は72.4%，福井県は76.9%であるが，生産品目
からみた工業集積で、は前述のように石川県が高いことになる。
（叫 工業開発推進のための自然環境に関する要因の現状
第 1次石油危機後の経済状勢を考慮して今後の北陸地域における工業開発を
推進するためには，自然環境に関する要因の現状，経営環境に関する要因の現
状（このことは今後の創造的知識集約化時代の工業開発に関する要因の現状と
もなることである。〉，地場産業開発に関する要因の現状について再検討するこ
とが緊要であるO
工業開発推進のための自然環境に関する要因としては， 1) 工業用水あるい
は水， 2）工業用地， 3）工場立地， 4) エネルギへの 総合交通体系， 6)
積雪， 7) 公害，などを挙げることができる。以下ではこれらのものの現状に
ついて順次検討する。これらのものはまた工業構造の高度化や多様化を図るた
めの極めて重要な工業立地基盤となるものである。
1）工業用水
工業用水使用量〈淡水〉は用途別・水源別工業用水使用量（淡水，場合によ
っては海水も含む。〉で量ることができるo 大抵の工業（産業中分類別業種，産
業細分類別業種〉は工業用水を必要とするから，工業用水の水源確保とその価
格が重要な問題となってくるが，工業用水使用量は製造品出荷額等の増減に伴
って増減するとし、う相互関係があるO
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富山県の昭和52年12月31日現在の工業生産額は，昭和40年代の年率10%台の
大幅な伸びに続き，対昭和49年比でも0.2%増を示したが， これに伴い工業用
〈淡水〉使用量も最近10年間では約2倍に増大しており，豊富な水資源が富山
県の工業発展を支えてきた大きな支柱であることは否定できなし、。昭和53年の
工業用水（淡水〉使用量は， 1日当り総量で2,870, 303 m3で、昭和49年に比べて
9.0%増加し，昭和52年に比べて3.3%減少しており，昭和49年以降では増加
傾向を辿っている〈全国は昭和49年が120,040千ma／日，昭和51年が127,863千
ば／日で昭和49年～昭和51年の 3年間では6.5%増加した。〉。
産業中分類別工業用水使用量では，昭和49年に比べて増加した業種は， 10業
種であり，パルプ・紙の100,166m3／日増（17.9%増〉，非鉄金属の88,402m3／日
増（27.1%増〉目立っている。一方，減少した業種は，化学の66,998m3／日減
(7.1%減〉を最高に8業種である。
工業用水使用量の構成比は，化学29.4%，パルプ・紙22.0%，非鉄金属13.8
%，鉄鋼12.9%，繊維8.9%，窯業・土石4.7%などの順で示さされる（以上，
表4-20）。
石川県の昭和52年12月31日現在の工業生産額は，対昭和49年比で11.6%増加
したが，これに伴う工業用水使用量（淡水〉も最近5年間では約3倍増大して
石川県工業を支え；特に中核工業の繊維を支えてきた。昭和53年の工業用水
（淡水〉使用量は， 563,645m3／日で昭和49年に比べて30.4%増加し，昭和52年
に比べて1.6%減少したが，昭和49年以降では増加傾向にある。
産業中分類別では，昭和49年に比べて増加した業種は，輸送機械52,634m3／日
(5.4%増〉，繊維37,056m3／日増（13.3%増〉，パルプ・紙36,305m3／日増（0.03
%増〉などの11業種である。他方，減少した業種は，窯業・土石7,279m3／減
(56.6%減〉，衣服5,040m3／目減（81.4%減〉，一般機械3,450m3／日減（7.0%減〉
などの4業種である。
工業用水使用量の構成比では，繊維56.1%，パルプ・紙10.6%，輸送機械
9.8%，一般機械8.1%，化学4.0%などとなっている（以上，表4-20）。
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ri／日）
県 ~lj 富 山 石 Jl 福 弁
~ 昭和 49 年 昭和 53 年 昭和 49 年 昭和 53 年 昭和 49 年 昭和 53 年事業所数用水量 事業所数用水量 4の9伸年～び切（倍年） 事業所数用水量 事業所数用水虫 4の9年｛申～び印（｛告年） 事業所数用水量 事業所数用水量 4の2年伸～び1畔倍）
製造業総数 770 2,632, 185 741 2,870,303 1.1 624 432, 086 570 563, 645 1.3 583 903, 116 573 945,363 1.0 
食 料 ロQロ 59 41, 7日 60 34, OG5 0.8 47 34,591 57 3, 743 LO 22 5,603 27 8,918 1.6 
繊 経 96 214, 104 93 267, 441 1.2 192 278,891 159 315, 947 1.1 254 264,030 231 344,384 1.3 
衣 n~ 19 6,099 29 2,264 0.4 57 6,193 55 l, 153 0.2 46 l, 735 49 2,106 1.2 
木材・木製品 32 12,410 22 8,069 o. 7 16 1,682 9 777 0.5 12 3,192 9 2,963 0.9 
家具・装備品 20 546 17 2, 146 3.9 10 339 8 335 LO 20 4,552 20 4,621 1.0 
パルプ・紙 33 558,276 お 658,442 1.2 1 お，475 1 59, 780 2.5 14 58,197 20 67,386 1.2 
出版・印刷 22 2,559 22 3, 792 1.5 21 1,510 20 5,357 3.5 7 532 10 578 1.1 
ft 学 56 949, 082 58 882, 084 0.9 4 8,346 6 22,584 2. 7 1 394,9臼 12 384,003 0.9 
石油・石炭 I x I 3,380 x % 一 一
ゴム製 [i, 3 3,450 4 3, 717 1.1 3 % 3 163 % 
皮 革 3 10 3 217 21. 7 一 I x 2 % x 
窯業・土石 46 40, 392 37 3, 571 0.8 41 12,862 37 5,583 0.4 24 73, 018 22 13, 947 0.2 
鉄 鋼 26 328, 773 30 387, 505 1. 2 19 3,636 13 4, lll 1.1 4 3,876 3 3,865 LO 
非鉄金属 29 326,402 29 414, 804 1.3 2 x 4 68, 714 5 日，456 0.9 
金属製品 99 37,838 96 7, 865 2.1 14 1,422 19 2,3刀 1. 7 17 841 15 3,047 3.2 
一般機械 94 44,488 79 50, 331 1.1 109 49,021 83 45,571 0.9 37 2,387 21 744 o.3 
電気機械 47 15, 780 55 13,402 0.8 46 4,335 52 4,470 1.0 43 7,884 52 30, 128 3.8 
輸送機械 31 16, 516 27 8, 728 0.5 16 2,573 17 55,207 21.5 4 25 3 x % 
精密機械 1 x 1 45 x 39 6,208 42 4,125 o. 7 
その他の製造業 53 30, 055 45 18,435 0.6 18 2, 704 24 6,654 2.5 21 7,124 27 10,890 1.5 
（単位
北陸3県別・産業中分類別工業用水量（淡水）の伸び（従業者30人以上の事業所）表4-20
ー?
?
資料表3-3により作成。
福井県の昭和52年12月31日現在の工業生産額は，対昭和49年比で5.8%増加
したのに伴い，工業用水使用量（淡水のみ〉も 4.8%増加した。昭和53年の工
業用水（淡水と海水〉使用量は， 945,363m3／日で昭和49年に比べて 4.8%増加
したが，昭和52年に比べれば1.1%減少した。昭和49年以降は増加傾向を示し
ている。
産業中分類別では，昭和49年に比べて増加した業種は，繊維80,354m3／日増
(30.4%増〉，電気機械22,244m＂／増（ 282.1%増〉などの10業種であるO 他方，
減少した業種は，窯業・土石59,071mγ日減（80.9%減〉，化学10,960m•／ 日減
(2.8%減〉，非鉄金属5,258m3／目減（7.7%減〉などの 6業種である。
工業用水使用量の構成比は，化学40.6%(384, 003m3／日〉，繊維持.4% (344, 
384m8／日〉，パルプ・紙7.1%，非鉄金属6.7%，電気機械3.2%などとなってい
る（表4-20）。
2) 工業用地（従業者30人以上の事業所〉
工業用地の取得は工業開発，工業立地の決め手の一つである。
富山県の昭和53年12月31日現在の事業所（従業者30人以上〉敷地面積は，
22, 574, l7lm2で、昭和49年に比べて87,112m2 (0. 4%減〉減少したが，昭和52年に
比べれば220,283m2(1. 0%増〉増加した。 1事業所当りの敷地面積は， 30,464.5
m2である。産業中分類別では，化学が4,114, 708 m2と全体の18.2%を占めて最
も多く，次いで非鉄金属3,251, 114m2 （構成比14.4%），繊維3,118, 957 m2 C同
13. 8%），鉄鋼2,056, 271m2 （同9.1%），一般機械1,809,699m2c同8.0%）の順
となり，これらの5業種で全体の63.5%を占めている。さらに，昭和53年の工
業取得用地面積は420,365m2で昭和49年に比べて295,586m2 (41. 3 %減〉減少
し，昭和52年に比べれば89,501 m2 (27. 1%増〉増加した。工業取得用地の地目
別構成比では田畑が299,737m2で；71.3%を占めて最も多い（以上，表4-21）。
石川県では，昭和53年12月31日現在の事業所（従業者30人以上〉敷地面積
は， 9,617,386m2で昭和49年に比べて703,605m2 (6. 8%減〉，昭和52年に比べて
も345,904m2 (3. 5%減〉減少した。 1事業所当りの敷地面積は2,914, 732 rdで
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県みぐ事業 敷地面積 建築面積 延建築 用事得地業L所をた取教 用 地 取 得 面 干員5j1J 所数 実 数対前年比設業所 実 数対前年比立業所 面積 計 田畑 宅地 山林原野 埋立地 その他 計前の年対比
昭和49年 70 2, 661,283 103.1 29,430.2 5, 563, 180 101.8 7，包4.9 6, 74，悦8 一 715, 951 418, 974 20, 31 52，お242, 162 715, 951 45.8 富
5 0 764 22,422,246 98.9 29，滋8.5 5, 651,344 101.6 7,397.0 6,870，ぉ8 401,428 130,887 お6,091 32, 167 。 2,283 56.1 一
5 1 765 2, 290，日4 99.4 29, 138.。 5, 701, 073. 10. 9 7,452.4 6，幻3,498 - 630,624 63,455 46, 809 107, 361 2, 137 10,862 157.1 
5 2 747 2，お3,88 100.3 29，位4.9 5,652, 946 99.2 7, 567.5 6, 869, 82 30，筋4 158, 731 134, 757 14, 747 21,423 1,206 52.5 
5 3 741 2, 574, 171 101.0 30,464. 5 5，η1,802 102.1 7,789.2 7,029,594 - 420,365 29, 737 77,263 40,215 2, 190 960 127.1 
山
49年～畔の噌瀞 企 3.8 企 0.4 1.0 1.0 1.1 1.0 - •41.3 •28.5 Ai.61.4 •23.2 企94.8 企9.9 
昭和49年 624 10,320，鈎l 16,540. 0 3，郎3,149 - 4, 940. 9 3，日3,16 7 709, 13 291, 368 25, 13 139, 193 34, 302 19, 17 
石
5 0 580 9, 857,266 104. 7 16, 95.3 2, 954, 214 95.8 5, 093. 5 3，必4,62 54 245, 465 53,452 58, 010 5,00 0 34.6 129,03 
5 1 56 9，侶5,965 9. 7 17，お0.4 2, 920,605 98.9 5,160.1 3,431, 176 76 506, 21 16，郎9 362, 692 119,377 482 7,571 206.2 
5 2 57 9, 963,290 101.4 17,887.4 2, 938, 967 100.6 5,276.4 3,425,456 60 お4,753 12,685 18, lO 76, 141 。 7,817 56.3 
5 3 570 9, 617, 386 96. 5 16,872. 6 2, 914, 732 99.2 5, 13. 6 3, 341, 914 38 95,443 14, 142 64, 959 3, 737 I, 892 713 33.5 
Jl 
4伴～蹄の増減率 • 8.7 • 6.8 1.0 . 5.5 1.0 A 7.0 •86.5 .t.95.1 企71.1 A.97.3 •65.3 •96.3 
昭和49年 583 9,425,268 102.1 16, 16.8 2, 605, 107 - 4,468.5 3, 248, 638 72 580,594 27, 786 23, 726 103, 765 24, 078 l，お9 89.1 
福
5 0 570 9,308,302 66.9 16，お0.4 2,561, 96。 98.3 4,494. 7 3,201, 120 34 75, 307 19,651 47，侃3 3,475 。 4,498 13.0 
5 1 578 9,387，必8 148.8 16, 241.3 2,590,382 101.1 4,481.6 3，おO，句。 48 242, 378 53, 108 142，鈎4 36, 652 7,692 2,022 321. 7 
5 2 562 9,433,481 100.5 16, 785.6 2,589,144 9.9 4,607.0 3,224,678 39 119,382 40, 986 68,146 8,401 I，的1 158 49.3 
5 3 573 9, 327,351 98.9 16,278.1 2,581，鉛4 97. 7 4, 505. 9 3, 240, 73 37 213, 378 56, 078 81, 197 13,470 62，臼3 0 178. 7 
弁
企 I.7 A 1.0 .. 俗.7 49年～畔の培僻 1.0 0.9 1.0 0.9 企63.2 企75.4 &87.0 160.1 0.0 
（単位 m', 表4・21北陸3県別・事業所敷地面積建築面積および用地取得面積の推移（従業者30人以上の事業所）
??
?
??
資料表3-3により作成。
注1. 全国の事業所数は，昭和49年が697,143事業所，昭和50年が735,970事業所，昭和51年が727,427事業所である。全国の敷地面積は，昭和49年がし240,560km' • 
（対前年比 103.0），昭和50年が 1,258, 78km'（同 101.5），昭和51年が 1,25, 63km'（同99.8）である。全国の用地取得面積は，昭和49年カf37,758凶（対前年比
60.5），昭和50年が16,53km'（同43.8），昭和51年治r24;42沼凶（同47.6）である。
2.富山県の敷地面積が全国に占める割合は，昭和49年が1.82%，昭和53年カず1.79%，石川県は昭和49年が0.83%，昭和53年が0.76%，福井県は昭和49年が0.75%,
昭和53年が0.74%であり，各県とも減少傾向を示している。
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ある。産業中分類別でみれば，繊維が2,854, 339m2と29.7%を占めて最も多く，
次いで一般機械2,595, 718m" （構成比27.0%），窯業・土石905,214ni （同9.4%)
であり，これらの 3業種だけで全体の66.1%も占めている（表4-21）。 さら
に，昭和53年の工業取得用地面積は， 95,443m"（取得事業所数38）で昭和49年
に比べて613,6701rt (86. 5%減〉，昭和52年に比べて89,310m"(66.5%減〉と大
幅に減少した。工業取得用地の地目別構成比では，宅地の68.1% (64, 959nl) 
が最も多く，埋立地は12.5%である。
福井県では，昭和53年12月31日現在の 573事業所（従業者30人以上〉の敷地
面積は， 9,327, 35lm2で、昭和49年に比べて97,917m2 (1. 0%減〉減少したが，昭
和52年に比べて106,l30nt (1. 1 %増〉増加した。 1事業所当りの敷地面積は
16, 278. lm2である。産業中分類別では，繊維が3,506, 477m2で37.6%を占めて
最も多く，次いで化学l,248,342nz3（構成比13.4%），窯業・土石11.1%となり，
これらの 3業種だけで全体の62.1%を占めているる（表4-20）。さらに，昭
和53年の工業取得面積は， 213,378m" （取得事業所数37）で昭和49年に比べて
213,378m" (63.2%減〉減少し，昭和52年に比べて93,976rrt (78. 1%増〉増加
した。工業取得用地の地目別構成比では，宅地の38.1%(81,19711のが最も多
く，埋立地は29.4%である。
3）工場立地
工業用地に関連する工場立地の動向は，景気変動などの影響を受けるが，旺
盛な立地需要と関連している。通産省編，『工場立地動向調査』，昭和年48年～
昭和52年，で北陸3県の工場立地動向をみれば，次の通りである。
富山県では，昭和48年～昭和52年の5年間の工場立地件数は198件である。
昭和52年は21件で第1次石油危機前の昭和48年の98件に比べて74.4%減少し
昭和51年に比べて16.0%減少した（表4-22）。全国の昭和52年は1,278件で
74.9%減少した。富山県の対全国工場立地率（昭和52年〉は1.6%である。
石川県では，その5年間の工場立地件数は294件である。昭和52年は21件で
昭和48年の 197件に比べて86.6%，昭和51年に比べて13.4%減少した。石川県
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の対全国工場立地率は1.6%である〈表4-22）。
福井県では，その 5年間の工場立地件数は217件である。昭和52年は15件で
昭和48年の 105件に比べて85.7%，昭和51年に比べて34.8%減少した。福井県
の対全国工場立地率は1.2%である（表4-22）。
表4-22 北陸3県別工場立地件数の推移 （単位件，%）
ぷ匙｜富山｜石川｜福井｜静岡｜全国｜劃器｜畳｜塑
昭和48年 97 157 、105 241 5,088 1. 9 3.1 2.1 4.7 
49 33 51 36 96 2,415 1. 4 2.1 1. 5 4.0 
50 22 43 38 81 1,487 1. 5 2.9 2.6 5.4 
51 25 22 23 71 1,528 1. 6 1. 4 1. 5 4.6 
52 21 21 15 49 1,278 1. 6 1. 6 1. 2 3.8 
4訪誠芝山78.41企86.61 A85. 1 ［企79.1 ［企74.91.6.15.81企48.41企42.91 •19. l 
5の1年増～減5率2年I.t.16.o I企 o.s [ .A.34.81企31.o 1企16.41 14.31 A2o.o I A..17.4 
資料通産省，『工場立地動向調査』，昭和48年～昭和52年，により作成。
注工場立地動向調査：①調査対象工場を建設する目的をもって 1,OOOn{以上の
用地を取得したもの。②調査時点 原則として地主と企業者との用地売買契約が
成立した時点。
次に，北陸地域における昭和52年の産業中分類別工場立地件数を第1次石油
危機前の昭和48年と比較すれば，やはり景気の動向を反映して減少した業種が
多く， 17業種のうち10業種で減少しているO このうち繊維，衣服が92.9%の減
少で最も多く，次いでその他の製造業90.3%，一般機械85.7%，金属製品84.6
%，窯業・土石83.3%，鉄鋼83.3%，輸送機械80.0%などの順で減少してい
る。しかし，昭和51年に比べれば，減少した業種は17業種のうち 4業種であり，
不況の影響を長く受け易い一般機械が77.8%と最も多く，次いで窯業・土石
15.0%，木材・木製品10.0%，家具・装備品10.0%となっているO 全国の場合，
昭和51年と昭和52年に増加した業種は食料品（13.3%増〉だけであり，他の16
業種は減少した（表4-23）。 このように北陸地域では，都市型工業に含まれ
る金属加工型工業，特に一般機械，電気機械，輸送機械，精密機械などの生産
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表4-23 北陸3県別・産業中分類別工場立地件数の推移 （単位件）
苦汁主事食料品 繊維，衣服 木家材具・・木装製備品品， パルプ・紙 化学 石油・石炭 皮ゴム製品革， 窯業・土石 鉄鋼 非鉄金属 金属製品 般ー機械 電気機械 輸送機械 精密機械 製その造他の業
昭和48年 10 85 20 7 4 6 。 18 6 3 39 14 5 5 1 31 
~t 49 3 21 9 3 3 
。 1 4 2 。 14 16 3 2 。 3 
50 3 15 3 。 。 。 1 2 3 1 13 12 1 。 1 9 
51 3 5 10 2 2 1 。 4 。 1 5 。 2 。 。 3 
陸
52 5 6 9 。 4 。 。 3 1 。 。 2 1 。 3 
52年／48年 A.50.0 A.92.9 A..55.0 o.o o.o o.o .&83. 3 o.o A.84.6 A85.7 A60.0 &80.0 o.o .A.90.3 
52年／51年 66. 7 20.0 .A.10.0 0.0 200.0 o.o o.o .A.15. 0 100.0 o. 0 20.0 A.77. 8 o.o 100.0 0.0 o.o 
昭和48年 24 21 36 6 9 1 2 9 4 5 18 23 18 26 2 27 
静
49 14 3 14 3 3 1 3 2 。 16 11 9 8 。 12 
50 11 4 14 3 2 。 2 3 1 。 8 1 5 11 。 5 
51 15 1 10 7 6 。 1 2 2 3 2 3 2 8 。 7 
岡
52 9 1 2 4 1 。 。 。 3 。 3 2 6 2 5 
52年／48年 .A.62.5 .A.95.2 .A.94.4 ...お.3 A88.9 0.0 0.0 o.o A25.0 o.o .. 94.4 .A.87.0 A.88. 9 企76.9 0.0 企81.5
52年／51年 A.40.0 o.o A80.0 .A.42.9 .A.83.3 o.o o.o o.o 50.0 o.o .A.50.0 0.0 o.o £25.0 200.0 .A.28.6 
iP,l和48年 359 723 550 139 120 42 69 480 187 97 568 421 454 237 96 546 
九tニ
49 227 185 264 72 90 26 33 273 96 33 396 251 164 107 25 173 
ω 230 100 198 42 62 15 20 143 62 12 223 131 86 59 22 82 
51 203 122 212 52 65 13 19 127 50 31 176 106 139 78 25 110 
国
52 230 80 136 34 61 16 17 127 35 24 139 103 82 59 29 106 
52年／48年 A.35.9 £88.9 A75.3 企75.5 A49.2 .A.61. 9 企75.4 .A.73.5 .A.81. 3 A75.3 A75.5 &75.5 A81. 9 A75.0 469. 8 A.80.6 
52年／51年 13.3 企34.4 .A.35.8 A.34.6 企 6.2 23. l .A.10.5 0.0 企30.0 .A.22.6 企21.0 .. 2.8 .A.41.0 .A.24.4 16.0 A. 3.6 
資料表4-22に同ピ。
加工財業種の立地需要は昭和48年以降大きな変化はみられず沈滞気味であるの
に対して，地方資源型工業である繊維や食料品，都市型工業に属する雑貨型工
業の衣服や家具・装備品などの消費財関連業種および都市型工業に属する金属
加工型工業の金属製品では，工場立地が進み，それらの業種の工業集積が除々
に進んできているO しかし，先進県の静岡県と比較すれば，まだまだ遅れてい
る（表 4ー 22）。
3県のどの地域にどの業種の域外企業が進出したかを山本正臣， 「域外企業
の進出実績と工場の立地因子」， 『北陸経済研究~. No. 8，昭和54年1月， 40～
41頁，によってもう少し具体的にみれば，次のようになる。
昭和43年～昭和52年の10年間における域外企業の進出を地域別あるいは市町
村別にみれば，富山県では，入善町での工場立地が目立ち，呉西での集中立地
が顕著である。
石川県では，加賀市，手取川河口地区での立地が目立ち，能登地区にも点在
している。
福井県では，大野・勝山の山間部を除いて全県に分布しているが，関西地域
に近い敦賀を中心とした嶺南地区，鯖江・武生地区，九頭竜川河口地区での立
地が目立っている〈以上，図4-5）。
北陸3県にこの域外から進出してきた企業の本社所在地をみれば，その企業
が北陸地域の工業立地因子をどのように評価し，従前からまた今後どのような
人的コネクション，物流，情報などで北陸地域との結びつきを図ろうと考えて
いるかがわかる（第4節， 2.' (5）の4), (7）を参照。〉。
富山県では， 3大経済圏からの進出は昭和43年～昭和52年の10年間では関東
地域から17件，東海地域から15件，関西地域から12件，その他の地域から 1件
である。
石川県では，その同じ10年間では関西地域から26件と石川県進出件数39件の
66.7%を占めて最も多く，次いで関東地域から10件，東海地域から 2件，その
他の地域から 1件である。
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図4-5 北陸3県別・市町村別域外企業の進出件数
／ 
石
福 井
資料
注
3県資料により作成。山本正臣，
前掲論文， 43頁0
・印はl件を示している。
富山県 45件（昭和43年～昭和52年）
石川県 39件（昭和43年～昭和52年）
福井県出件（昭和45年～昭和52年）
福井県では，その10年間では，関西地域に隣接する地理的優位性のため，福
井県全体の進出件数56件のうちの37件（66.1%）が関西地域からの進出件数で
ある。次いで，関東地域から15件，東海地域から 3件，その他の地域から 1件
である。
域外からの進出企業を産業中分類別でみれば，富山県では，輸送機械の8件
が注目される（小矢部市へ進出した鈴木自動車工業，親企業に同道した下請け
5社， アイシン・グループの新和工業， シンワ精密（後に新和工業と合併し
た。〉，アイシン軽金属工業〉。その他の業種では，金属製品が5件，化学が4
件，電気機械が4件，非鉄金属が2件とそれぞれ進出している。これらの業種
には大手企業の本格的な工場進出がみられる。化学の藤沢薬品工業，電気機械
の富山日本電気（日本電気の子会社〉，鉄鋼の住友金属工業（未操業〉，非鉄金
属の住友化学〈現在の住友アルミニウム製錬〉と住友電気工業（一部操業〉な
どが進出している。
石川県では，電気機械の15件が群を抜いているが，村田製作所の子会社が7
社，サンケン電気の子会社が3社，オリオン電気の子会社が3社というように
同一グループの集団的進出が特徴としてみられる。衣服・その他は4件，金属
製品は3件，化学は2件という進出状況である。化学では東レの合繊工場が進
出している。
福井県では，電気機械の13件が顕著であるO 電気機械では松下電産系3社，
日本コンデYサーの2工場というように集団的進出がみられる。その他の業種
では，繊維，衣服・その他，化学，紙加工がそれぞれ4件進出しているO 繊維
では，スポーツ・ウエア，婦人服などの繊維2次加工としての衣服や段ボール
などの紙加工など，都市型工業の進出がみられる。化学では，鐘紡の子会社カ
ネボウポリエステル，鐘紡とユニチカの合併会社日本エステルの大手企業の進
出がある。非鉄金属では，福井新港へ古河アルミニウム工業の大手企業の進出
があった。
このような工場立地の現状であるが，工場立地のなかでも地域経済社会と遊
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表4ー 24 富山県主要機械工場立地一覧
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暗号一般機械
大 16津恨精機（金切りのこ盤）
正 is本保製作所（冷蔵ショー ケー ス）
坦13不二越（軸受等）
i 11魚津製作所（ドリル）
年
代
電気機械
18北陸電気工業（抵抗器， IC) 
19北陸電機製造（変圧器，配電盤）
22日本抵抗器製作所（抵抗器）
輸送機械・精密機械
XI 15日本海重工業（造船）
x I 18鉄道機器富山工場（分岐器） 0 
Ol 19呉羽自動車工業（パスボディ） 0 
'20スギノマシン（産業用機械） 0 20 I 12キタムラ機械（MC，平削盤）
年＼25？ルマス機械（精米機，田植機）
代｜おトヤマキカイ（T/M,MC) 
’幻小松製作所永見工場（トラクター 部分品j28釜屋電機（後に閉鎖）
32丸栄製作所（建設機械部分品）
??
、 、 ， ， ?
??
??
?
?????
??
?…??????? ?????
?
???
?
? ??
代 j38立山精密工業（軸受部分品）
お立山科学工業（抵抗器）
34富山電子工業（抵抗器）
23田中精密工業（自動車部分品）
37東洋ガスメー ター （ガスメー ター ）
38中外電気工業寓山工場（電気接点） /:',. 
38昭和無線工業富山工場 I 39中央車鋪（アルミパン，トラック組立）
（民生用電気機械器具部分品） ムI39呉羽シー ト｛自動車部分品）
39高野精密工業 I 39新和工業（自動車部分品） ム
（電気照明器具部分品，電気音響機械 I39※田中技研工業（自動車部分品）
器具部分品）
42大日ベアリング工業（軸受） /:',. 
????? 、
?
? ???
? ?
? ???
?
?
??，ァ ?
?，
?
?
???????
?
? ??? ． ?
年
46佐藤鉄工（産業機械装置）
代
43菱北電子（テレビ用電子部分品）
4北日本電子（IC)
4北陸富士（シリコン整流素子）
45永見電子製作所
（セラミ 7タ フィルつ
マイクロ・ 7オーク ／ 
45富山松下電器（蓄電器）
40中越ワウケシ7富山工場
（船尾管軸受）
41※回中部品工業
（駆動伝動操縦装置部分品）
??
???
???
?????（?
?
｛｝
??） ???
?
???
?????，
????
?
?
?
47富山日本電気 6.l 45朝日車綱（トラック車体）
（蓄電器，抵抗器，電子回路板） ¥ 45中越リップス富山工場（スクリュー ） 6.
47ニイカワ電機工業（音響機械器具） I 45 7イシン軽金属
49"和泉電気富山製作所 ｜ （アルミ，ダイカスト，自動車部分品）6.
（制御用電磁リレ－'J'T'lト）
継電器 ／ 
49黒部電子（磁気録音テー プ） I 48スズキ軽合金（アルミ，ダイカスト）
50 I 51※トヤマ産機（包装機減）
年 I53日重工エンジニアリング
代｜ （産業用機械部分品）
資料富山県商工振興課，r富山県主要工場名簿』，昭和54年10月，により作成。
注1. 従業員100名以上か資本金5千万円以上。ただし、一部基準以下の関連会社がある（※表示）。
会社名の左の数字は立地した年。
2. 0印は疎開工場， X印は軍需工場，ム印は戦後進出工場。
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表4-25 石川県主要機械工場立地一覧
時？ 一 般 機 械 電 気 機 械 輸送機械・精密機械
明
42津田駒工業創業（繊維機械）治
6高井製作所（豆腐機械）
大 6津田製作所→北陸機械工業（昭田倒産）
（繊維機械）
6小松製作所（建設機械，産業用機械）
正 9大同工業（加賀鎖製造改称）（チェー ン） 12美Jilボデー （トラックボディ）
10石川製作所（繊維機械，産業機械） 14加賀リム（リム）
和昭 7白山工業（電話用磁石ヒュー ズ） 7金沢車輔（車輔部品）
8宮前製作所（繊維機械）
13大日製作所（配電盤，告lj御スイッチ）
代1年0 16江沼チェー ン（チェー ン） 17金産自動車工業→日野車体工業石川工
場（パスボディ，トラックボディ） x 
20久世ベロー ズ（金属ベロー ズ，パイプ）0
20 21加賀通信工業（自動点滅器，転換器）
2オリエンタル・チェー ン（チェー ン） 2月墨製作所（スポー ク，ボルト）
年 お高松機械工業（工作機械）
24渋谷工業（醸造機械）
代
24北商（街役運搬機械）
24中村留椅密工業（NC工作機械）
34共和工業所（ネジ，ボルト）
30 35ユー ザック電子工業（ウノケ電子工業改
称）
（オフィスコンヒ。ユー ター ）
年 36共和電機工業（電装機器）
39石川サンケン（志賀サンケン工業等合併）
代 （半導体） ム
41能登電子工業（電子部分品） !:. 
42七尾電機（TV等組立）
40 43穴水電子製作所（電子部分品） ム
4中島電子製作所（電子部分品） ム
4オリオン電気石Jl（ラジカセ） ム
年 4小松電子（TV用基盤組立） !:. 
45金沢電子製作所（電子部分品） ム
45オリオン電気加賀（電子部分品） ム
代
49能登松栄電器（電子部分品） ム
5年代0 印加賀松下（電気溶接機） ム 50北陸ハー ネス（ワイリングハー ネス）t:.
資料 （社）石川県鉄工協会，『石川県鉄工史』。（社）北陸経済調査会，r石川県の工業発達史』。北陸中日新聞社，『石Jl
の企業』。『北陸経済研究』， No. 3, 1981年2月。
i主1. 基準不定。会社名の左の数字は立地した年。
2. 0印は疎開工場，×印は軍需工場，ム印は戦後進出工場。
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離することなく，徐々に地域の経済社会のなかで広がり，産地化が形成されて
いる工業があることを見のがしてはならなし、。この工業として挙げることがで
きるのは機械工業であるO 従って，機械工業の立地を富山，石川両県における
主要機械工場の立地という視点から把えることができる〈表 4ー 24，表4-
25）。
富山県では，昭和50年代に入って一般機械の立地があった。電気機械，輸送
機械，精密機械は昭和40年代までに立地がなされているO
石川県では，昭和50年代に入っても電気機械，輸送機械に立地がみられたが，
一般機械と精密機械は昭和30年代までに立地済みであるO
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